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 本研究は、学会機関誌掲載論文等を基に執筆し、まとめたものである。以下

に初出を示す。 

 

本論 第 1章 

恵庭岳滑降競技場の建設と自然保護をめぐる議論：地方紙「北海道新聞」の

検討を中心に. スキー研究, 12: 43-50, 2015年.  

 

本論 第 2章 

1972年第 11回オリンピック冬季競技大会 (札幌大会) の開催準備期におけ

る恵庭岳滑降競技場の建設と自然保護をめぐる議論: 大会組織委員会議事録

および北海道自然保護協会会報の検討を中心に. 体育史研究, 31: 21-36, 

2014年.  

 

本論 第 3章 

1972年第 11回オリンピック冬季競技大会 (札幌大会) の開催準備期におけ

る滑降競技会場移転論争: IOC理事会・総会議事録および IOCと大会組織

委員会の往復文書の検討を中心に. 体育史研究, 32: 13-26, 2015年.  

 

補章 

恵庭岳滑降競技場跡視察報告. 中京大学体育学論叢, 55(1): 89-95, 2014年.  
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序  論  
 

 

第 1 節   研究の目的と構成  
 

(1)  研究の背景  

 

 恵庭岳滑降競技場は、 1972 年に札幌で開催された第 11 回オリン

ピック冬季競技大会 1 )  (以下、「札幌大会」と省略する )  におけるスキ

ー競技の滑降種目 2 )に特化した会場として建設された。札幌大会の開

催準備期 3 )には、自然保護の観点から恵庭岳滑降競技場の建設をめぐ

る議論がなされた。また、大会終了後には、競技施設を撤去し跡地

に植林を施す環境保護対策として恵庭岳滑降競技場復原工事  (以下、

「恵庭岳復原工事」と省略する )  4 )が実施された。恵庭岳復原工事の

実施を決定するに至る議論では、滑降競技場建設地を恵庭岳から変

更することも含めた検討がなされたとされる。本研究は、これら恵

庭岳滑降競技場の建設に関する準備段階から、恵庭岳復原工事の実

施を決定するに至る一連の議論  (以下、「恵庭岳滑降競技場建設問題」

と省略する )  の詳細を明らかにするものである。  

なお、本研究は恵庭岳復原工事の成否の判断をするものではない。

そのようにする理由として、以下の指摘が挙げられる。  

日本オリンピック委員会 5 )  (Japanese Olympic Committee:  以下、

“JOC”と省略する )  の公式ホームページには、「スポーツと環境」の

これまでの歩みが掲載されている。そこには、「スポーツと環境」の

起点を 1972 年とし、札幌大会のために建設された恵庭岳滑降競技

場は、競技終了後に跡地に植林を行い復原させる約束のもと設置さ

れ、財団法人札幌オリンピック冬季大会組織委員会 6 )  (以下、「札幌

大会組織委員会」と省略する )  によって植林が約束通り行われたと
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記されている。  

また、日本体育協会 7)は、恵庭岳滑降競技場跡の復原は鬱閉率 8)と

いう観点に限ると達成しつつあり、周辺との調和および同化につい

ては樹木の世代交代レベルの長大な時間経過とともに解決されると

報告している。  

その一方で、矢島ら 9 )は、恵庭岳滑降競技場跡における施工後 20

年の植生回復状況の実地調査から、景観の修復は長期間の中で考え

る必要があり、その過程の一断面で評価を速断すべきではないが、

現状での景観的な不調和感は樹冠組成の異質さから容易に推測でき、

時間が解決する問題として片付けることはできないと報告している。

但し、矢島ら 10 )は、 1)恵庭岳復原工事は世界的にも類をみない規模

で行われた森林復原事例であること、 2)事業としては成果を得たが

同時に問題を残したこと、3)今後も跡地の植生の推移を監視しつつ、

山岳域での植生復元システムを考える必要があること、の 3 点を指

摘している。  

  このように、恵庭岳復原工事は、オリンピック・ムーブメントに

おける環境保護対策の初事例とされるとともに、森林復原システム

を検討するための先駆的事例として捉えられている。しかしその一

方で、詳細は補章にて提示するが、恵庭岳滑降競技場の跡地は、植

林された地帯とその周辺との調和が達成されておらず、現時点では

競技場建設着工以前の状態に復原されたとはいえない状況にある。

また、跡地の今後の経過予測については相反する見解があり、恵庭

岳復原工事の成否の判断を下すためには時間経過と継続的な調査が

必要といわざるを得ない。  

したがって、本研究では、恵庭岳復原工事の成否の判断はしない。

本研究では、冒頭で述べたように、恵庭岳滑降競技場の建設に関す

る準備段階から、オリンピック・ムーブメントにおける環境保護対

策の初事例とされる恵庭岳復原工事の実施を決定するに至る一連の
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議論に焦点を当て、その詳細を明らかにする。  

 本研究が恵庭岳滑降競技場建設問題に着目した背景には、オリン

ピック・ムーブメントに関する 3 つの研究動向がある。  

第 1 に、恵庭岳滑降競技場建設問題は歴史学的研究としてその詳

細を検討する余地が十分に残されていることである。  

第 2 に、札幌と同時期の立候補都市であるカナダのバンフ  (Banff)  

で発生した類似の問題との比較検討がなされていないことである。  

第 3 に、本研究が対象とする時期は、オリンピック・ムーブメン

トの担い手が多様化する時代にあって、この問題を非スポーツ関連

組織やその関係者による市民運動との交差点として捉える視点が先

行研究にはみられないことである。  

以下では、上記 3 点を踏まえ、恵庭岳滑降競技場建設問題に関す

る研究動向について概観する。  

 国際オリンピック委員会  (International  Olympic Committee:  以

下、“IOC”と省略する )  が主導するオリンピック・ムーブメントの基

本理念には、その柱の 1 つとして「環境」が掲げられている 11 )。  

Chappelet12 )によれば、IOC は 1990 年代以降、環境問題に積極的に

関与するようになった。この背景には、1992 年にリオデジャネイロ

で開催された「環境と開発に関する国連会議」の決議として、国際

社会において「持続可能性  (sustainabil ity)  」を確保することや、

環境保護対策を講じるための指針が提案されたことがある 13 )。この

決議との関連で生じた IOC の動向について、大津 14 )は、この指針が

スポーツ界を例外とはしておらず、そのために IOC は国際的なイベ

ントを主催する団体の社会的責任として、最大限の環境保護対策を

求められるようになったと指摘している。また、荒牧 15 )によれば、

近年の IOC はオリンピック大会の開催地を選考する段階から、立候

補都市やそこで残されるであろう「レガシー  (Legacy)  」を評価す

る主要な観点の 1 つとして、環境への配慮や持続可能性に関わる計
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画内容を重要視している。  

なお、このレガシーという用語は、2003 年版以降のオリンピック

憲章 1 6 )に記載されているものである。Preuss  1 7 )によれば、レガシー

は 1)計画的 −非計画的、2)正−負、3)有形−無形、の３つの観点に分類

し、総合的に評価することができる。その一方で、 Preuss1 8 )は、レ

ガシーには正−負の両面を兼ね備えている場合や、純粋にスポーツイ

ベントがもたらす以外の要因もレガシーとなる可能性があるため、

レガシーの価値を評価することは難しいとも捉えている。また、

Chappelet1 9 )は、レガシーは多面的で広範囲に及ぶものであり、複合

的に捉えるべき概念であるとともに、達成される確実なものという

よりも追求すべき理想であると指摘している。  

これらに基づけば、本研究が対象とした恵庭岳滑降競技場建設問

題そのものがオリンピックに関わるレガシーの一つであると考えら

れる。しかし、冒頭で述べたように、本研究では恵庭岳復原工事の

成否の判断は行わない。したがって、本研究では、レガシーの評価

を行うのではなく、「恵庭岳滑降競技場建設問題」というレガシーが

今日に残されるに至った経緯に着目することとしたい。  

 本筋に戻るが、オリンピック・ムーブメントと環境問題の関わり

の起点を 1990 年代以降の国際的動向に求める指摘がある一方、

Landry and Yelès 2 0 )は 1970 年代の動向に着目している。この研究

では、1)1970 年以降、IOC が国際情勢のなかで徐々に拡大する環境

保護活動に参加していったこと、 2)1972 年にドイツのミュンヘン  

(München) で開催された第 20 回オリンピック競技大会では、各国

の国内オリンピック委員会  (National Olympic Committee:  以下、

“NOC”と省略する )  が低木を持ち寄りオリンピック・パークに植樹

したこと、の 2 点が明らかにされている。また、Chappelet2 1 )は、

IOC が 1990 年代以降に環境問題への積極的関与を深めたとしなが

らも、オリンピック・ムーブメントにおける環境保護対策の最も初
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期の事例として、1972 年に開催された札幌大会における環境保護対

策を位置づけている。この背景には、 1972 年に国際連合環境計画  

(United Nations Environment Programme: 以下、 “UNEP”と省略

する )  が設置されるなど、すでに 1970 年代には環境問題への対策を

国際レベルで考える視点の必要性が問われ、そのための指針が提案

されたことがある 22 )。但し、來田 23 )によれば、オリンピック・ムー

ブメントにおける価値観の多様化の一側面として環境問題に着目し

たところ、1950 年代から 1970 年代の IOC は、環境問題の対応を大

会組織委員会に委ね、自ら積極的に関与することはなかった。  

 本研究がオリンピック・ムーブメントと環境保護対策の最も初期

の事例として焦点をあてた恵庭岳滑降競技場建設問題は、従来もオ

リンピック・ムーブメントにおける環境保護を題材とした文献や研

究、並びに札幌大会の招致活動に関する研究で取り扱われてきた。   

例えば、 JOC24 )は、恵庭岳における競技場跡地への植林による復原

という約束が札幌大会組織委員会によって守られたと指摘している。

また、札幌大会組織委員会による公式報告書にも、恵庭岳滑降競技

場建設問題に関する記述がある 25 )。この記述では、恵庭岳の使用に

対し北海道自然保護協会 26 )が反対の意向を表明していたとされる。

この点に着目し、同協会に触れた研究としては Tahara27 )によるもの

があり、同協会が大会終了後に競技設備を撤去し、跡地への植林を

条件付けたことが明らかにされている。さらに、Tahara28 )は、同協

会の理事長であった井手賁夫 29 )  (以下、「井手」と省略する )  らが、

1) JOC に対して滑降競技場建設地の変更を勧告するよう IOC に要

請 し よ う と し た こ と 、 2) こ の た め に 、 国 際 自 然 保 護 連 合  

(International  Union for Conservation of  Nature:  以下、 “IUCN”

と省略する )  の代表者らから恵庭岳の使用に対する反対署名を得た

こと、3)前記の反対署名を同封した書簡を当時の IOC 会長であった

アベリー・ブランデージ 30 )  (Avery Brundage:  以下、「ブランデージ」
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と省略する )  に送付したが、これらの要求は受け入れられなかった

こと、の 3 点についても指摘している。  

 しかしながら、これら公式報告書や一連の研究では、北海道自然

保護協会が反対の立場を表明した経緯や、建設の条件であった競技

設備の撤去や跡地に植林が講じられた経緯は触れられていない。さ

らには、井手らによる滑降競技場建設地の変更要請に対し IOC はど

のように対応したのか、またその際に IOC と JOC もしくは札幌大

会組織委員会との間で交渉はなされなかったのか、あったとすれば

その内容はどのようなものだったのか、などの詳細は明らかにされ

ていない。  

 一方、当時の開催都市の市民が札幌大会やその招致活動をどのよ

うに捉えていたかについて触れた研究には、石塚 31)によるものがあ

る。石塚は、札幌大会の招致活動が行われた時期のオリンピック憲

章を検討し、当時の IOC がオリンピック大会の招致活動を行う都市

の市民への影響にも目を向けようとしていたことを明らかにした。

さらに石塚は、その結果を踏まえ、招致活動時期に札幌市内で発行

された新聞の分析を行い、札幌市民に提示された情報や当時の世論 

の一端を明らかにしている。しかし、この研究では市民が競技場建

設によって生じる森林破壊を懸念していたことが浮き彫りになって

いるが、恵庭岳滑降競技場建設問題そのものへの言及はみられない。 

 ところで、札幌と同時期に立候補していたバンフにおいても札幌

と同種の問題が発生していたことが明らかにされている 32 ) 33 ) 34 )。例

えば、Williams35 )は、バンフ国立公園内における競技場建設と自然

保護をめぐる議論  (以下、「バンフにおける議論」と省略する )  を概

観した。この検討において分析対象とされたのは、バンフにおける

第 10 回オリンピック冬季競技大会の招致委員会にあたるカルガリ

ー オ リ ン ピ ッ ク 開 発 協 会  (Calgary Olympic Development 

Association)  および第 11 回大会オリンピック冬季競技大会の招致
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委員会にあたるオリンピック 72 (Olympic ’72)  の 2 つの団体  (以下

では、Williams の先行研究に倣い両者をあわせて “CODA”と省略す

る 36) )  や、カナダの NOC であるカナダオリンピック協会  (Canadian 

Olympic Association:  以下、“COA”と省略する )  の文書史料である。

この Williams の研究では、当時の IOC 会長であったブランデージ

は、IOC および IOC 会長がバンフにおける競技場建設に関し環境保

護団体や自然保護論者から多くの抗議を受け、その状況を懸念して

いたことが明らかにされている。また、この研究では、1)バンフの招

致活動の失敗の原因の 1 つは、CODA および COA が「カナダ人の

だれもが立候補を支持すべき」という立場を崩さなかったこと、 2)

大規模イベントの開催を名目に環境への配慮を棚上げにしようとし

た CODA および COA の覇権的な姿勢は環境保護団体や自然保護論

者の抵抗を招いたが、結果として 1990 年代以降にみられたような

IOC による環境問題への積極的関与の契機となったこと、の 2 点に

ついても指摘されている。  

 バンフにおける議論は、日本国内の新聞でも報じられている。例

えば 1966 年 4 月 23 日付の『北海道新聞』 37 )は、カナダの環境保護

団体がオリンピック大会を開催する際に使用する競技場の建設のた

めのバンフ国立公園の森林伐採に反対し、 IOC に対してバンフに開

催権を与えるべきではないということを申し入れた、と報じている。 

このバンフにおける議論は、先行研究に基づけば、開催地が決定

する以前の招致活動期に生じたものであり、オリンピック大会その

ものに反対する動きへと発展した事例である。一方、札幌における

恵庭岳滑降競技場建設問題は、招致活動期から存在したものの、オ

リンピック大会そのものに反対する動きには発展しなかった。この

ように両者には違いがあるが、どちらも 1970 年前後に発生し、オリ

ンピック・ムーブメントにおける環境保護対策の最も初期の事例と

して着目されてきた。両者はどのような観点から比較検討が可能な
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のかを検討することも含め、バンフにおける議論を本研究で取り扱

うことには一定の意味があると考える。そこで、先行研究の成果に

基づき概要を整理し、適宜触れることにする。前述の通り、札幌と

バンフという 2 つの事例には違いがあり、両者は部分的にしか比較

検討し得ないという限界はある。その一方で、両者の違いが生じた

背景を知る手がかりになる可能性も考えられる。  

 

(2)  研究の目的とその意義  

 

 本研究では、恵庭岳滑降競技場建設問題の詳細について明らかに

することを目的とした。この目的を達成するために以下の 3 つの課

題を設定した。  

 第 1 の課題は、当時の札幌市や周辺地域の市民に提示された恵庭

岳滑降競技場建設問題に関する情報とその傾向を明らかにし、この

問題を概観するとともに、世論について明らかにすることである。  

 第 2 の課題は、恵庭岳滑降競技場の建設に対し、組織的に反対の

意向を示したとされる北海道自然保護協会と札幌大会組織委員会と

の議論の詳細を明らかにすることである。  

 第 3 の課題は、井手らによる IOC に対する滑降競技場建設地の変

更要請に着目し、これを受けた IOC と JOC もしくは札幌大会組織

委員会における交渉の詳細を明らかにすることである。  

本研究は次の 2 点において重要な意義を有する。第 1 は、未だ十

分には解明されていない恵庭岳滑降競技場建設問題の詳細を検討す

るという、体育・スポーツ史研究上の意義である。第 2 は、本研究

で焦点を当てた札幌における恵庭岳滑降競技場建設問題とバンフに

おける議論とを比較しながら、 1)当時の IOC はオリンピック・ムー

ブメントにおける環境問題に対しどのような見解を示し、具体的に

どのように対応していたのか、2) 1960 年代におけるオリンピック・
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ムーブメントに対する環境保護団体や自然保護論者によるムーブメ

ントが IOC およびそれが主導するオリンピック・ムーブメントにど

のような影響を与えたのか、の 2 点の解明が期待できる点である。  

 

(3)  研究の方法  

 

 本研究では、目的意識に基づく課題と論点を整理した上で、史料

の発掘を行い、分析を行う歴史学の研究方法を用いる 38 )。  

 対象とした時期は、滑降競技場建設地が恵庭岳に決定した時期

(1962 年 4 月 )  から札幌大会の開催時期  (1972 年 2 月 )  とした。各

課題における分析の観点、対象とする史料および期間は以下の通り

である。  

 第 1 の課題については、当時の札幌市や周辺地域の市民にどのよ

うな情報が提示されたか、また同市の市民を中心として形成された

世論がどのようなものであったか、に着目し、地方紙「北海道新聞」

を検討する。但し、地方紙はその当該地方の話題に関する詳細な情

報を多数持っている可能性が高い反面、情報が偏っている可能性も

考慮しなければならないという井川 3 9 )の指摘に基づき、全国紙「朝

日新聞」および「読売新聞」についても検討する。また、既往文献を

補足的に参照し、恵庭岳滑降競技場問題を概観する。対象とした時

期は、滑降競技場の建設地が恵庭岳に決定した時期  (1962 年 4 月 )  

から札幌大会の開催時期  (1972 年 2 月 )  とした。  

 第 2 の課題については、札幌大会組織委員会と北海道自然保護協

会における議論はどのようなものであったか、という観点から、札

幌大会組織委員会の議事録と北海道自然保護協会会報に記載された

会議記録を検討する。対象とした時期は、札幌大会の招致委員会が

設立された時期  (1965 年 5 月 )  から札幌大会の開催時期  (1972 年 2

月 )  とした。  
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 第 3 の課題については、井手らによる滑降競技場建設地の変更要

請に対し IOC はどのように対応したのか、またその際に IOC と JOC

もしくは札幌大会組織委員会との間で交渉はなされなかったのか、

あったとすればその内容はどのようなものだったのか、という観点

から、IOC 理事会および総会の議事録と当時の IOC 会長が交わした

往復文書を検討する。対象とした時期は、滑降競技場の建設地が恵

庭岳に決定した時期  (1962 年 4 月 )  から国の建設許可が下りた時期  

(1968 年 5 月 )  とした。  

 

(4)  本論文の構成  

 

 本研究は、序論、本論および結論から構成し、各論にそれぞれ章

および節を設けた。  

 序論は、研究の背景、目的、意義および方法を明らかにした本節

と、本研究を論じるために必要な知識や先行研究の成果をまとめた

4 節で構成した。第 2 節では、環境保護、環境問題および環境保護

対策等、「環境」に関する基礎知識をまとめた。第 3 節では、近代オ

リンピックの起源やオリンピズム、オリンピック・ムーブメントな

どの「オリンピック」に関する基礎知識をまとめた。第 4 節では、

これまでのオリンピック・ムーブメントにおける環境問題と IOC の

対応についてまとめた。第 5 節では、恵庭岳滑降競技場建設問題と

バンフにおける議論との比較を可能にするために、先行研究の成果

に基づきバンフにおける議論の概要を整理した。  

 本論では、前節で示した 3 つの課題に即して 3 つの章を設けた。

各章における検討は以下の通りである。本研究で用いた史料に関す

る詳細な情報は各章で提示することにする。  

 第 1 章では、当時の札幌市内で発行された地方紙および全国紙に

おける恵庭岳滑降競技場建設問題に関する新聞記事を検討した上で、
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先行研究や既往文献を参照し、当時の札幌市や周辺地域の市民に提

示された情報とその傾向を明らかにする。また、この問題を概観す

るとともに、当時の世論について考察を行う。 (課題 1) 

 第 2 章では、札幌大会組織委員会の議事録および北海道自然保護

協会の会議記録を検討し、恵庭岳滑降競技場の建設と自然保護をめ

ぐる札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会における議論の内容

を明らかにする。 (課題 2) 

 第 3 章 で は 、 IOC の 理 事 会 お よ び 総 会 の 議 事 録 と 、 “Avery 

Brundage Collection,  1908-1975”40 )の Box.  135,  136,  180 に収納さ

れた IOC と JOC もしくは札幌大会組織委員会における往復文書を

検討し、滑降競技場建設地の変更要請をめぐる問題について明らか

にする。 (課題 3) 

 結論では、序論および本論で明らかにした内容を要約するととも

に考察を行う。また、本研究を発展させるための課題について述べ

る。  

 また、本研究では、恵庭岳滑降競技場跡の現状を提示するため、

補章として「恵庭岳滑降競技場跡視察報告」を行うこととした。  

 なお、本文中で使用した注および引用・参考文献は、各章毎に出

現順に右括弧付きの数字で示し、章末に文献表を作成した。また、

本研究において使用される組織名称等の用語は、初出時には省略せ

ずに明記し、以降は略称を用いることを明記した。主な用語の一覧

を以下に示す。  
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第 2 節   国際社会における環境問題の顕在化とその対策  
 

  国際社会において環境問題が顕在化したのは、1960 年以降であっ

たといわれている。小塩 41 )によれば、1960 年代から高まってきた差

別や戦争に抗議する運動と環境運動には関係性があり、黒人公民権

運動、女性運動、ヴェトナム反戦運動および新左翼運動は環境運動

と合流し、1970 年代には環境運動の制度化が行われた。また、飯島

42 )は、住民の生活環境の改善や、生物多様性の確保という倫理的問

題を善処するために、1970 年前後に環境問題への対策が開始された

ことを指摘している。なお、日本国内では、1967 年に公害対策基本

法が公布および施行され、 1971 年に環境庁が設置されている。  

 国際社会において環境問題が顕在化することとなった背景につい

て、鬼頭 43)は次のように述べている。第一に、1960 年代には、1)ピ

ーター・シンガー  (Peter Singer)  が動物解放論を論じたこと、2)ク

リストファー・ストーン  (Christopher Stone)  が、ウォルト・ディ

ズニー社の開発に関する訴訟に絡んで、自然物の当事者適格の概念

という法的に新しい概念を提起したこと、 3)アルネ・ネス  (Arne 

Næss)  は、今までのエコロジー思想が「浅い」としてそれに対立し、

克服するものとして、ディープ・エコロジーを提唱したこと、の 3 つ

の思想が出現し、環境保護運動が展開されるようになった。第二に、

ロデリック・ナッシュ  (Roderick Nash) が、上記の 3 つの思想の出

現を自然権の及ぶ倫理的および法的な射程の拡張と捉えたことによ

って、1970 年代には環境に関わる問題が明確に「環境倫理学」 44)と

して捉えられるようになった。なお、Nash45 )は、高度な文明社会を

構築していくために自然を破壊してきた結果、地球の生態系に悪影

響を与え、環境汚染や環境破壊という新たな問題を人間に突きつけ

ることになったと捉えている。「環境倫理学」の形成過程では、「人

間中心主義」と「人間非中心主義」の対立があり、人間以外の生態系
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に対する配慮や、それらの権利付与、原生自然の価値、「保全」に対

する「保存」という考え方など、様々な議論が展開されてきた 46 )。  

 その一方で、次のような指摘がある。第 1 に、丸山 47 )は、人間は

これまで自然のサイクルで一定の役割を果たし、人間が自然に手を

入れることによって維持され、その結果豊かになったと評価される

自然もあると述べている。第 2 に、森岡 48 )は、「保存」を主張する者

の内心には彼ら自身による「美的な価値判断」が忍び込んでおり、

「なにが守られるべき自然か」について恣意的な線引きをしてしま

っていると指摘している。したがって、鬼頭 49 )がまとめるように、

開発と環境保護の対立は必ずしも「人間中心主義」からの脱却によ

って収束するとはいえないのである。  

また、開発と環境保護の対立が収束しない理由として、鬼頭 50 )は、

「人間中心主義」と「人間非中心主義」の対立関係、すなわち一方を

追求すると他方が犠牲になるような両立できない関係にあると指摘

する。例えば、日本国内では、環境に大きな影響を及ぼす恐れのあ

る事業に際し、予想される環境への影響について事前に調査や予測

をするとともに、環境保護対策を講じる環境影響評価  (環境アセス

メント )  を行うための制度が 1972 年に導入されたが、産業界などか

らの抵抗があり 10 年以上も法律化できなかった経緯がある 51)。ち

なみに、寺田 52 )は、ハムフェリーら 53 )が指摘する 1)日本を典型とし

た行政官僚機構主導で権威主義的に行われる「行政的環境主義」、2)

アメリカのように組織化の進んだ環境運動と政治権力の駆け引きに

よって進められる「組織的環境主義」、3)市民主導の形で行われる「市

民的環境主義」、という 3 つの「環境主義」の概念のうち、最も環境

保護が達成されやすいのは「市民的環境主義」であると述べている。

すなわち、環境問題を解決するためには、国など行政官僚機構主導

で対応するか否かにかかわらず、民主的な協議を踏まえて制度を確

立することが必要なのである。  
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そ し て 、 1980 年 以 降 に は 「 持 続 可 能 な 発 展 (sustainable 

development)」という文言が使用されるようになる。なお、この定

義についてはいくつか存在する。その中で最も広く使用されている

のは、1987 年に国連「環境と開発に関する世界委員会」が提示した

「我ら共有の未来  (Our common Future)  」に示された、「将来の世

代のニーズを満たす能力を損なうことなく、今日の世代のニーズを

満たす」といった定義である 54 )。その後、「持続可能な発展」は、1992

年に開催された「環境と開発に関する国連会議」において採択され

た「環境と開発に関するリオ宣言」によって、環境、経済および社会

の 3 つの分野のバランスを考慮する必要があることが認識されるよ

うになった 55 )。  

現在では、「持続可能な発展」は「持続可能性 (sustainabil ity)」と

も呼称され、従来よりも広い領域や分野を対象としている 56 )。文部

科学省 57 )によれば、持続可能な発展に関する価値観とは、自然環境

の尊重、人間の尊厳、多様性の尊重、非排他性および機会均等など

が該当する。また、特に最近の動向としては、国連が 2030 年までに

持続可能な世界を実現するための 17 のゴールと 169 のターゲット

から構成される「持続可能な開発目標」 (Sustainable Development 

Goals:  略称  “SDGs”)  を策定し、国際社会に対しより積極的で具体

的な行動を促している 58 )。  

以上のことから、本研究において対象とする「環境保護」は、持続

可能性を確保するための基盤であり、また持続可能な社会を構築す

るための必須要素の 1 つであるといえよう。  
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第 3 節   オリンピック大会とオリンピック・ムーブメント、  
オリンピズム  

 

 本研究で対象とする「オリンピック」は、フランスの男爵ピエー

ル・ド・クーベルタン (以下、「クーベルタン」と省略する )が創設し

た近代オリンピック大会 (以下、「オリンピック大会」と省略する )の

ことである。オリンピック大会は、周知の通りスポーツ界のみなら

ず、国際社会において関心を集めている。とはいえ、オリンピック

大会の開催は、 IOC が主導するオリンピック・ムーブメントの一部

を担っているに過ぎない。以下では、オリンピック大会について紹

介するとともに、オリンピック・ムーブメントとそれを支える理念

であるオリンピズムについて明らかにする。  

 

(1) オリンピック大会とピエール・ド・クーベルタン  

 

 オリンピック大会は 1896 年にアテネで第 1 回大会が開催されて

以来、4 年に 1 度開催されている。また、オリンピック大会は、夏季

大会と冬季大会に分かれている。夏季大会と冬季大会は、1992 年ま

で 同 年 開 催 で あ っ た が 、 1994 年 に ノ ル ウ ェ ー の リ レ ハ ン メ ル  

(Lil lehammer) で開催された冬季大会以降、 2 回の夏季大会の中間

年で行われている。  

 前述したように、オリンピック大会の生みの親はクーベルタンで

ある。クーベルタンは、当時行われていた古代オリンピア競技場の

発掘に関心が高まっていた時代背景に影響され、オリンピックの復

興を行った 59 )。クーベルタンがオリンピック大会を創設するまでに

は、幾度も古代オリンピックの復興が試みられてきた 60)。しかし、1

世紀以上にわたって継続し存続しているのは、 2 度の世界大戦によ

る 3 回の中止をはさんだものの、クーベルタンの発案したもののみ
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であった。  

 また、クーベルタンは、スポーツを普及させるためにはスポーツ

を国際化しなければならないと考えていた 61 )。さらに、クーベルタ

ンは、スポーツはイギリス文化の独占物ではなく、それを一挙に人

類文明史の原理にまで普遍化することによって、「生きることを教え

る実効性のある哲学の不在」という当時の近代教育の思想課題に応

えようともしていた 62 )。クーベルタンは、オリンピックを復興する

とともに、国際的なスポーツを通じた教育改革を推進することを目

指していたのである。  

 

(2)  オリンピック憲章とオリンピック・ムーブメント、オリンピズム  

 

 JOC の公式ホームページに公開されている 2017 年版の「オリン

ピック憲章 (Olympic Charter)」の「オリンピズムの根本原則」には

オリンピック・ムーブメントについて記述されている 63 )。この内容

を以下に示す。  

  

1 .  オリンピズムは肉体と意志と精神のすべての資質を高め、

バランスよく結合させる生き方の哲学である。 オリンピズ

ムはスポーツを文化、教育と融合させ、生き方の創造を探

求するものである。その生き方は努力する喜び、良い模範

であることの教育的価値、社会的な責任、さらに普遍的で

根本的な倫理規範の尊重を基盤とする。  

2 .  オリンピズムの目的は、人間の尊厳の保持に重きを置く平

和な社会の推進を目指すために、人類の調和のとれた発展

にスポーツを役立てることである。   

3 .  オリンピック・ムーブメントは、オリンピズムの価値に鼓

舞された個人と団体による、協調の取れた組織的、普遍的、
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恒久的活動である。その活動を推し進めるのは最高機関の

IOC である。活動は 5 大陸にまたがり、偉大なスポーツの

祭典、オリンピック競技大会に世界中の選手を集めるとき、

頂点に達する。そのシンボルは 5 つの結び合う輪である。   

4 .  スポーツをすることは人権の 1 つである。すべての個人は

いかなる種類の差別も受けることなく、オリンピック精神

に基づき、スポーツをする機会を与えられなければならな

い。オリンピック精神においては友情、連帯、フェアプレ

ーの精神とともに相互理解が求められる。  

5 .  スポーツ団体はオリンピック・ムーブメントにおいて、ス

ポーツが社会の枠組みの中で営まれることを理解し、 自律

の権利と義務を持つ。自律には競技規則を自由に定め管理

すること、自身の組織の構成とガバナンスについて決定す

ること、外部からのいかなる影響も受けずに選挙を実施す

る権利、および良好なガバナンスの原則を確実に適用する

責任が含まれる。   

6 .  このオリンピック憲章の定める権利および自由は人種、肌

の色、性別、性的指向、言語、宗教、政治的またはその他

の意見、国あるいは社会的な出身、財産、出自やその他の

身分などの理由による、いかなる種類の差別も受けること

なく、確実に享受されなければならない。   

7 .  オリンピック・ムーブメントの一員となるには、オリンピ

ック憲章の遵守および IOC による承認が必要である。   

 

 なお、本研究が対象とする札幌大会の開催が決定した時期の 1966

年版「オリンピック憲章」64 )にも、「Objectives of  Olympic Movement」

の中で、オリンピック・ムーブメントの目的について述べられてい

る。  
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オリンピック・ムーブメントの目的は、  

1)  肉体の鍛錬や競争の中で、若者をより強く、より健康にする

こと、さらに重要なことは、適切に運営されているアマチュ

ア・スポーツへの参加を追求することで、人格を形成するこ

と  

2)  フェアプレーやスポーツマンシップを追求することで、スポ

ーツ以外の様々な分野での活動で大きな利益を得ること  

3)  展示や実演などの芸術によって興味を刺激し、人々がより充

実した人生を送るために貢献すること  

4)  スポーツは楽しむものであり、お金を稼ぐこと、手に職を与

えること、賞賛を手に入れる手段ではなく、唯物主義とは対

照的な「アマチュア」という哲学であることを教育すること  

5)  国際親善を創造し、より平和な世界に導くこと  

 

 オリンピズムは、簡潔にいえば、スポーツを通じて調和のとれた

人間を育成し、異なる文化を理解するとともに相互理解を深めるこ

とによって、平和な社会の創造に寄与するという思想であり、その

普及手段がオリンピック・ムーブメントである。また、オリンピッ

ク憲章は、オリンピック・ムーブメントにおける活動内容や、規則、

さらには、 IOC の使命と役割を定めたものである。オリンピック憲

章は、現在の形になるまでには時代背景の変化と共に改訂が行われ

てきたが、これまでオリンピック・ムーブメントの推進を支え続け

てきたのである。  
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第 4 節   オリンピック・ムーブメントにおける環境問題と  

IOC の対応  

 

 前述したように、オリンピック・ムーブメントの内容は、時代背

景の変化とともに改訂が行われてきた。その改訂の中においても特

に注目すべきものの１つは、本研究の冒頭で述べた 1970 年代以降

の IOC による環境問題への対応である。  

 以下に、これまでのオリンピック大会の招致や開催等を契機に生

じた環境問題の概要と IOC の対応について述べる。  

 

(1)  これまでのオリンピック大会における環境問題  

  

 オリンピック・ムーブメントにおける環境問題に関する報告は、

夏季大会よりも冬季大会のものが多い。その理由の 1 つは、選手数

や競技種目数の増加によって大会の規模が拡大し、新たなスキー場

の建設などのために広大な山地を削らなければならなかったことに

ある。  

 オリンピック・ムーブメントにおいて初めて環境破壊に対する批

判があがったのは、 1932 年にアメリカのレークプラシッド  (Lake 

Placid)  で開催された冬季大会であったとされている。レークプラ

シッドの地元の環境保護団体は、この大会で使用する競技場の建設

予定地が州立公園内にあったために抗議活動を行ったが、競技場は

予定通り建設された 65 )。  

 その後、冬季オリンピックの開催地は、徐々に冬のリゾート地か

ら都市部に移行していった。その理由は、参加選手や観客の増加と

ともにより大きな競技場が必要になったことにある 66 )。1950 年代か

ら 1960 年代前半の間には、競技場の建設は環境への配慮よりも競

技場の建設費用や規模に関わる問題に焦点が当てられていった 67 )。  
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 1968 年にフランスのグルノーブル  (Grenoble)  で開催された冬

季大会では、ジャンプ競技場が競技に適さない強風にさらされる場

所に、また滑降競技場は競技の進行に影響が出る程の濃霧が発生す

る場所に建設された 68 )。さらに、その他の多くの競技場が競技にと

って条件の悪い場所に建設されたため、数年後には使用されなくな

ってしまった 69)。  

 1972 年に日本の札幌で開催された冬季大会では、大会が開催され

るまでに滑降競技場建設地に指定された恵庭岳滑降競技場の建設を

めぐって大会組織委員会と地元の環境保護団体である北海道自然保

護協会との間で議論がなされた。冒頭で触れたように、大会終了後

には、恵庭岳に建設された競技設備は撤去され、跡地に植林を施す

恵庭岳復原工事が行われた。また、同大会に立候補していたカナダ

のバンフにおいても招致活動時に環境保護団体によって競技場の建

設に対する抗議運動が発生していた。これらの詳細については、次

節に譲ることにする。  

 1976 年の冬季大会はアメリカのデンバー  (Denver)  で開催する

予定であった。しかし、デンバーではオリンピック大会の開催に対

する抗議運動が発生し、最終的にデンバーは開催権を返上した 70 )。

この要因の 1 つには、恵庭岳滑降競技場建設問題とバンフにおける

議論の発生を背景として、環境保護団体や自然保護論者によって抗

議運動が行われたことが挙げられる 71 )。デンバーの返上を受け、

1976 年の冬季大会は、 1964 年に冬季大会を開催したオーストリア

のインスブルック  (Innsbruck) で開催された。  

 1980 年にアメリカのレークプラシッドで開催された冬季大会で

は、現地で抗議運動が発生した。この抗議運動の発生を理由に、オ

リンピック・ムーブメントにおいて、 IOC が初めて環境への影響に

関する調査が行われた 72 )。なお、ボブスレーとリュージュの競技場

の冷却機には、漏れた場合に人間にとって有害な物質が使用されて
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いた 73 )。  

1984 年にアメリカのロサンゼルス  (Los Angeles)  で開催された

夏季大会では、スモッグの問題が発生したため、それによる参加者

の健康への影響が懸念された 74 )。  

 1988 年にカナダのカルガリー  (Calgary)  で開催された冬季大会

では、環境保護団体や自然保護論者から環境に配慮した開発計画の

見直しが求められ、その指摘を踏まえた競技場の建設が行われた 75 )。

その一方で、これらの競技場の建設は、国立公園など環境保護団体

や自然保護論者にとって重要な場所を避けて競技場の建設を行った

に過ぎず、環境破壊がなかったわけではないという指摘もある 76 )。  

 1992 年にフランスのアルベールビル  (Albertvil le)  で開催された

冬季大会では、大会の開会式の最中に競技場の建設による環境破壊

に対する抗議運動が展開された 77 )。アルベールビル冬季大会以降、

オリンピックをはじめとしたスポーツのムーブメントにおいて環境

問題が大きく取り上げられるようになった 78 )。  

 1994 年にノルウェーのリレハンメルで開催された冬季大会では、

上記のアルベールビルにおいて抗議運動を受けたことを理由に IOC

が自ら環境への配慮を求めた 79 )。リレハンメルでは、環境保護団体、

大会組織委員会、ノルウェー政府および IOC が連携し、環境保護を

図るための協議が行われた 80 )。  

 以上のことから、オリンピック・ムーブメントにおける環境問題

は 1930 年代に既に生起していたものの、問題が顕在化し議論がな

され始めたのは 1970 年代以降であったといえる。この背景には、札

幌大会以降、オリンピック・ムーブメントにおける環境破壊に対す

る抗議運動がオリンピック大会の招致活動や開催を契機として断続

的に行われたことがあった。しかし、來田 81 )によれば、人種差別運

動や女性の参加運動など、オリンピック・ムーブメントにおける価

値観の多様化の一側面としての環境問題に着目した結果、1970 年代
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の IOC は、環境問題の対応を大会組織委員会に委ね、自ら積極的に

関与することはなかったとされる。  

 IOC が環境問題に積極的に関与し始めたのは、1990 年代以降であ

った。以下では、 1990 年代以降の IOC による環境問題への対応に

ついて述べる。  

 

(2) 1990 年代以降の IOC による環境問題への対応  

 

 前項に示した 1990 年代以降の IOC による環境問題への関与の背

景には、1992 年にリオデジャネイロで開催された「環境と開発に関

する国連会議」において国際的に環境保護対策を行うための指針「ア

ジェンダ 21」が提案されたことがある。IOC は、1990 年代初頭、オ

リンピック・ムーブメントの三本柱の 1 つに「環境」を加え 82 )、1991

年版オリンピック憲章「 IOC の役割」には環境問題に責任を持って

関わることを明記した 83 )。また、IOC は、1995 年に「スポーツと環

境委員会」を設置するとともに「スポーツと環境世界会議」の隔年

開催といった取り組み、1999 年に前述した「環境と開発に関する国

連会議」における「アジェンダ 21」の趣旨に沿う形での「オリンピ

ック・ムーブメント・アジェンダ 21」の作成のほか、UNEP などの

国際組織との連携を深めながら、スポーツ界全体が環境問題に取り

組むことを目指した 84 )。さらに、2008 年には「スポーツと環境・競

技別ガイドブック」を刊行し、国際競技連盟や NOC はもちろん、大

会の主催者、選手、さらには観客が、環境保護のための知識や意識

すべき情報を競技別にまとめた 85 )。  

 こうした IOC の取り組みや、国際社会における環境保護に関する

ムーブメントを受け、各大会の組織委員会も独自の活動を行ってき

た。例えば、2012 年ロンドン大会では、不要になったガス管を再利

用して競技場の屋根の材料にした 86 )。  
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 2013 年には 2020 年のオリンピック夏季大会が東京都で開催され

ることが決定した。大会組織委員会は、持続可能性を追求するため

に廃棄物の排出をできる限り削減することや、大会後の有効活用を

含めた施設整備を計画している 87 )。   

 特に注目すべきこととして、2014 年、IOC はオリンピック・ムー

ブメントの未来に向けた提言として「オリンピック・アジェンダ

2020」を発表した。この提言には、既存施設や仮設施設の使用を推

奨することや、競技種目を他都市や他国で開催することを容認する

こと、 IOC が環境保護の重要性を喚起していくことなど、環境保護

や持続可能性を追求するためのより具体的な内容が明記された 88 )。  

 一方、 2013 年 10 月 1 日付の読売新聞 89 )によれば、 2020 年のオ

リンピック夏季大会で使用する予定であるカヌーの競技場の建設と

環境保護をめぐる議論が既に行われている。また、2016 年 11 月 18

日付の朝日新聞 90 )によれば、カヌー競技場の建設経費の削減や規模

の縮小、さらには代替地案が提示されており、持続可能性に関わる

議論も生起している。  

 オリンピックにおける環境問題は、 1930 年代に生起し、 1970 年

代に徐々に対策が行われた。1990 年代以降には、IOC は環境問題に

積極的に関与し、環境保護対策が講じられてきた。  

しかしながら、この問題は根本的な解決には至っていない。今後、

オリンピック・ムーブメントにおいて「環境保護」はもとより「持続

可能性」を追求するためには、具体的にどのような対策が必要なの

か、どのような組織体制を構築すべきなのか、さらには、当該市民

に対しどのような喚起が必要なのかを検討する必要があるといえよ

う。  
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第 5 節   バンフ国立公園内における競技場建設と自然保護  
をめぐる議論  

 

 冒頭で触れたように、 1972 年に開催された第 11 回オリンピック

冬季競技大会には、カナダのバンフも立候補していた。バンフにお

けるオリンピック大会の立候補の目的は、主に 1)オリンピック大会

の開催を機にバンフ国立公園への観光客の増大による利益を得るこ

と、 2)オリンピックのような大規模イベントの招致によってアスリ

ートへの報酬を増大させること、 3)住民に対しアマチュア・スポー

ツや CODA の活動に興味を持たせること、の 3 点であった 91 )。なお、

カナダ政府は、1961 年にカナダの健康運動およびアマチュア・スポ

ーツの推進を奨励している 92 )。  

 その一方で、当時の環境保護団体や自然保護論者は、オリンピッ

ク大会のためにバンフ国立公園を使用することに反対していた。

1965 年、カナダに拠点を置く環境保護団体であるカナダ野生生物連

盟  (Canadian Wildli fe  Federation) 、国際的な環境保護団体である

IUCN および世界野生生物保護基金  (World Wildli fe  Fund) は、カ

ナダ政府および IOC がバンフの招致活動を支持することに対し公式

に反対の意向を示していた 93 )。柳原 94 )によれば、1960 年代のカナダ

では、隣国のアメリカ合衆国の影響力などを背景に、イギリス系住

民や先住民のナショナリズムも高まりを見せるとともに様々なマイ

ノリティ運動が台頭した。このことや前節で触れた小塩 95 )の指摘に

基づけば、1960 年代におけるオリンピック・ムーブメントに対する

環境保護団体や自然保護論者のムーブメントは、社会運動の 1 つで

ある環境運動であったといえる。  

 ところが、CODA は、オリンピック大会開催のための競技場の建

設によって森林が伐採される範囲はカナダの国立公園内の全森林面

積の約 0.03％であり、自然環境への影響は少なく無視して良いもの
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と考えていた 96)。また、CODA の会長であったエドガー・デイビス  

(Edger.  H.  Davis:  以下、「デイビス」と省略する )  は、自然保護論者

は競技場の建設に対する抗議に関する記事を新聞に掲載させ、人々

の関心を掻き立て論理的ではない方法でバンフの立候補への反対運

動を展開していると考え、自然保護論者との論争を意図的に避ける

ことに決めた 97)。  

 その後、バンフの立候補に対する反対運動は、 IOC に対しても行

われるようになった。IOC は、50 を超える環境保護団体から抗議を

受けた 98 )。また、いくつかの環境保護団体は、当時の IOC 会長であ

ったブランデージに対しても直接抗議を行った。Williams 99 )は、 1) 

ブランデージは環境保護団体や自然保護論者からバンフにおける競

技場の建設に対する抗議を受けたことに懸念していたこと、 2)ブラ

ンデージは前記 1)について当時カナダの IOC 委員であったシドニ

ー・ドーズ  (Sidney Dawes:  以下、「ドーズ」と省略する )  に知らせ

たこと、 3) CODA 会長のデイビスとドーズはブランデージが受けた

抗議の内容に反論したこと、の 3 点を明らかにしている。また、

Field 100 )は、  1)  ブランデージがカナダの市民や団体から送られた

バンフでの開催に抗議する非常に多くの書簡を受信したこと、2) ブ

ランデージは 1)の内容を COA の会長であったジェームス・ウォラ

ル  (James.  Worrall :  以下、「ウォラル」と省略する )  に書簡を通じ

て通知したこと、の 2 点を明らかにしている。ちなみに、ウォラル

は、ドーズが退任した後にカナダの IOC 委員として就任した人物で

ある 101 )。  

 ブランデージが自然保護論者から受け取った書簡の 1 つには、「万

一、 IOC がバンフに開催権を与えたならば、国家が再び同じ過ちを

犯さないようにするために、大会前、大会期間中および大会後にお

いて効果的な抗議運動を行うことになるだろう」と記されていた 102 )。

このような抗議を受け、ブランデージは自然保護論者と IOC の間で
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論争が生じている状況に懸念を抱いていた 103 )。また、ブランデージ

は、投票当日においても環境保護団体や自然保護論者からバンフの

立候補に反対する抗議の書簡を受けていた 104 )。   

 上記の環境保護団体や自然保護論者のムーブメントを受け、ドー

ズは、1965 年 3 月 12 日、「野生生物を開催地から遠ざけることがで

きる」とブランデージに書簡を通じて保証した 105 )。また、デイビス

は、 1966 年 3 月 2 日、バンフでは 1920 年代からレクリエーション

的なスキー滑降競技が行われており、オリンピック大会が開催され

たとしても野生生物には影響はないということをブランデージに書

簡を通じて主張した 106 )。さらに、デイビスは、同年 4 月 14 日、当

時のカナダ首相であったレスター・ボウルス・ピアソン (Lester.  B.  

Pearson)が、1)バンフ国立公園を徹底的に調査したこと、2)大会の開

催がバンフ国立公園の価値を害さないと確信していること、3) バン

フ国立公園の使用を支持していること、の 3 点を記した書簡を添付

しブランデージに送付した 107 )。  

 しかし、第 11 回オリンピック冬季競技大会の開催権は札幌に与え

られ、バンフは開催権を獲得することはできなかった。Williams108 )

は、1)バンフの招致活動の失敗の原因の一つは、CODA および COA

が「カナダ人のだれもが立候補を支持すべき」という立場を崩さな

かったこと、 2)大規模イベントの開催を名目に環境への配慮を棚上

げにしようとした CODA および COA の覇権的な姿勢は環境保護団

体や自然保護論者の抵抗を招いたが、結果として 1990 年代以降に

みられたような IOC による環境問題への積極的関与の契機となった

こと、の 2 点を主張している。  

 一方で、Williams109 )は、当時の IOC が欧米以外での第 11 回オリ

ンピック冬季競技大会の開催を視野に入れていたことや、日本の招

致活動代表団による IOC やブランデージとの内密な取引が失敗の要

因であったと捉えている。これに関連し、Addkinson-Simmons 110)は、
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当時の IOC は自然保護を主張する住民が反対運動を行っている状況

に折り合いをつけることなく、重大な問題と捉えていたことは明ら

かである、と指摘している。  

 このような指摘は、オリンピック・ムーブメントと環境問題ない

し大会開催と環境問題に関する歴史学的研究においては、重要な課

題となり得る。しかしながら、日本およびカナダの招致活動代表団

の活動や IOC との取引の詳細を明らかにすることは、本研究で掲げ

た研究課題の射程を超えるため、今後の課題とする。  
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本  論  
 

第 1 章 恵庭岳滑降競技場建設問題に関する新聞報道  
 

 

第 1 節 問題の所在  

 

 第 1 章は、恵庭岳滑降競技場建設問題に関する新聞報道について

検討するものである。  

 序論で示したように、石塚 1 )は、札幌大会の招致活動が行われた時

期のオリンピック憲章を検討し、当時の IOC がオリンピック大会の

招致活動を行う都市の住民への影響にも目を向けようとしていたこ

とを明らかにした。さらに、この結果を踏まえ、招致活動時期に札

幌市内で発行された新聞報道を検討し、札幌市や周辺地域の住民に

提示された情報や当時の世論を明らかにしている。しかし、この研

究では、オリンピック大会開催のための競技場建設全般による森林

の破壊への住民の懸念が浮き彫りにされているが、恵庭岳滑降競技

場建設問題そのものへの言及はみられなかった。  

 招致活動を行う都市の住民への影響に IOC が目を向けようとして

いたことについては、1955 年版 2 )から 1967 年版 3 )までのオリンピッ

ク憲章における “INFORMATION FOR CITIES WHICH DESIRE TO 

STAGE THE OLYMPIC GAMES”に記載がある。ここには、「オリン

ピック大会を開催することによって、開催地では大会のために建設

される施設が住民の財産となり、また住民はスポーツ・イベントの

楽しみを享受できること」と記されており、当時の IOC が大会を開

催しようとする招致委員会や組織委員会の動向のみならず、その当

該地域の住民への影響にも目を向けようとしていたことがわかる。

したがって、上記のオリンピック憲章内に記述があった時期に該当
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する札幌大会の開催準備期において、札幌市や周辺地域の住民に提

示された恵庭岳滑降競技場建設問題に関する情報や当時の世論を明

らかにすることは重要な意義を持つといえる。  

 日本新聞協会 4 )によると、当時の札幌市では一世帯あたり 1.29 部

の日刊紙が発行されていた。すなわち計算上では、全ての世帯が民

間の情報機関による新聞報道から情報を得ていたとみることもでき

る。また、世帯によっては異なる新聞社が発行した複数の新聞を購

読し、複数の異なる情報を得ていたことも考えられる。江尻 5 )は、

1966 年に新聞と世論調査に関する分析を行うにあたり、当時の新聞

が有していた社会的な意味を次のように位置づけている。  

 

民主主義国で、世論形成の材料を提供する一ばん (マ マ )大きなソ

ースは新聞である。そこに盛られたニュースや意見が、個人の判

断、すなわち世論を作る素材として用いられる。  

 

 本章では、これらの指摘に基づきながら、当時の札幌市や周辺地

域の住民にどのような情報が提示されたかという観点と同時に、同

市の地域住民を中心として形成された世論がどのようなものであっ

たか、に着目する。  

 環境問題について取り扱う近接領域において新聞記事を分析対象

とする研究手法には、造園学分野において都市計画と住民との関わ

りを明らかにするために用いられた例がある。工藤ら 6 )は、1)新聞記

事は、専門書や雑誌とは異なり、社会一般の興味関心に基づいた記

述がなされているので、一般的な考え方や言動を読み取りやすいこ

と、 2)但し、新聞記事の検討のみでは事象を網羅的に正確に把握す

ることには一定の限界があること、の 2 点を指摘した上で、新聞記

事の検討を行い、既往文献を補足的に参照することによって事象を

概観し、世論の一端を明らかにしている。そこで、本章でも新聞記
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事の分析を行い、恵庭岳滑降競技場建設問題を概観し、当時の世論

を検討する。   

 以上のことから、本章では、当時の札幌市内で発行された地方紙

および全国紙における恵庭岳滑降競技場建設問題に関する新聞報道

を検討した上で、新聞記事を分析対象とすることには限界があるこ

とを念頭に置きつつ、先行研究や既往文献を参照し、当時の札幌市

や周辺地域の住民に提示された情報とその傾向を明らかにすること

を目的とした。また、この問題を概観するとともに、当時の世論に

ついても考察を行う。  

 

第 2 節 検討の方法  

 

 本章では、当時札幌市で発行され、全国紙を凌ぎ最も発行部数の

多かった地方紙『北海道新聞』、次いで発行部数の多かった全国紙『読

売新聞』と『朝日新聞』の全国版および地方版の 3 紙 7)における恵庭

岳滑降競技場建設問題に関する記事を収集し、「札幌オリンピック」、

「札幌五輪」、「滑降競技場」、「滑降コース」および「恵庭岳」のいず

れかのキーワードが記載されている記事を抽出する。但し、本章に

おける検討に関連のない記事 (恵庭岳の自然の美しさのみに焦点が

当てられた記事等 )は除外する。その上で、記事の内容とその傾向を

明らかにする。  

 分析対象とした新聞の発行時期は、札幌大会の招致委員会が滑降

競技場建設地を恵庭岳に指定した約 10 年間とした。すなわち 1962

年 4 月から、札幌大会が開催された時期である 1972 年 2 月である。

なお、地方紙『北海道新聞』については、北海道立図書館等に所蔵の

マイクロフィルム史料および縮刷版から収集した。全国紙『読売新

聞』および『朝日新聞』については、ウェブサイト上に掲示されたデ

ータベースである「ヨミダス歴史館」 8 )および「聞蔵Ⅱビジュアル」



 
第 1章 

 − 48 − 

9 )から収集した。  

 上記のように分析対象とする新聞を 3 紙に設定した理由は、1)3 紙

ともに分析対象とした期間に札幌市内において発行されていたこと、

2)地方紙は当該地域で詳細な取材活動を展開していること、の 2 点

が挙げられる。井川 1 0 )は、地方紙の特性について以下のように指摘

している。  

 

多くの地方紙では、経営者や編集委員などの社の幹部が、地方

自治体の審議会へ参加している。これはマスコミ関係者が加わ

ることで民意の反映に貢献してきたことは否めない。また、そこ

でしか得られない情報を入手できるというメリットもある。  

 

 その一方で、井川 1 1 )は、次のようにも述べている。  

 

他方で、マスコミが地方政府・権力と結びついているという疑

いを世間に持たせ、公正さに対する信頼を損なう危険性がある

のも事実である。  

 

 地方紙はその当該地方の話題に関する詳細な情報を多数持ってい

る可能性が高い。その反面、情報が偏っている可能性も考慮しなけ

ればならない。なお、本章冒頭で示した工藤らの先行研究では、読

売新聞の記事のみを史料として用いている。このことから本章では、

地方紙の検討だけではなく、全国紙の検討も行い、客観性を保持す

ることを目指す。  

 

第 3 節 記事数およびその傾向  

 

 記事数は地方紙『北海道新聞』が 46 件 (表 1-１ )、全国紙『読売新  
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表 1-1 北海道新聞関連記事一覧  
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表 1-2 読売新聞関連記事一覧  

 

 

 

 

 

表 1-3 朝日新聞関連記事一覧  
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図 1-1 紙別記事数およびその傾向 

 

聞』が 16 件 (表 1-2)、および『朝日新聞』が 15 件 (表 1-3)、計 77 件

であった。なお、1966 年の記事は、すべて札幌大会の開催権獲得以

降、すなわち 4 月 26 日以降の記事であった。  

 

(1) 記事数の傾向  

 記事数の変遷を紙別に図 1-1 に示した。図 1-1 をみると、1964 年

および 1965 年は記事が存在せず、朝日新聞の記事の初出は 1966 年

であった。  

 

(2) 記事の分類とその傾向  

 収集した新聞記事を分類すると、次の①から⑤に分類することが

できた。①競技施設の建設 (競技施設 )：恵庭岳滑降競技場のスキーコ

ース建設に関する記事。②関連道路の建設 (関連道路 )：恵庭岳滑降競

技場に隣接する交通輸送道路の建設に関する記事。③コースの改良・ 
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図 1-2 記事分類およびその傾向 

 

延長 (コース延長 )：恵庭岳滑降競技場のスキーコース改良・延長に関

する内容が記載された記事。④競技施設の後処理 (施設処理 )：札幌大

会終了後における恵庭岳滑降競技場の撤去・存置に関する内容が記

載された記事。⑤その他：その他の恵庭岳滑降競技場に関連する記

事。これらを発行年別に分類し、図 1-2 に示した。  

図 1-2 をみると、分類した記事の初出に違いがあることがわかる。

①は 1962 年、②および⑤は 1963 年、④は 1967 年、③は 1969 年

である。  

 さらに、収集した記事の中には、先行研究で着目された自然保護

に関する内容を含む記事も存在した。例えば、 1966 年 8 月 24 日付

の『北海道新聞』では、1)厚生省側が国立公園の緑が荒らされること

を理由に恵庭岳の使用に反対していること、 2)カナダでは招致活動

期に自然公園保護の面から反対意見が出たことによって、バンフの

招致活動に影響を及ぼしていること、の 2 点が報じられている 1 2 )  (参  
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図 1-3 「競技場建設と自然保護」に関する記事数およびその傾向 

 

考資料 -1)。自然保護に関する内容を含む記事は、記事総数 77 件中

25 件にみられ、初出は 1966 年であった。この記事は、分類した①

〜④の記事でみられた。これらの記事数とその傾向を図 1-3 に示し

た。  

また、記事を 3 つの時期に区分することができた。第 1 期：1962-

1965 年、第 2 期： 1966-1968 年、第 3 期： 1969-1972 年。その特徴

としては、第 1 期は、1962 年に恵庭岳の使用が決定し記事が初めて

現れた後、記事数が減少していることである。第 2 期は、 1966 年 4

月 27 日以降、すなわち開催権獲得後に再び記事が現れ、さらに自然

保護に関する内容の記述がみられる記事が初めて現れることである。

第 3 期は、先行研究では触れられなかった、③コース改良・延長に

関する記事、および④競技施設の処理に関する記事のうち、恵庭岳

滑降競技場の存続をめぐる意見が現れることである。  
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第 4 節 記事内容の検討  

 

 ここでは、分類した①から⑤の記事を、区分した 3 つの時期に掲

載された記事の例を提示した上で、既往文献を参照し検討する。  

 

(1)  ①競技施設の建設  

 第 1 期には、滑降競技会場の建設予定地について報じられていた。

1962 年 4 月 5 日付の『北海道新聞』は、スキーコース選定のために

招致委員会が招聘した国際スキー連盟 (Fédération Internationale 

de Ski:  以下、“ FIS”と省略する )のフリードル・ヴォルフガング 1 3 )  

(Friedl  Wolfgang:  以下、「ヴォルフガング」と省略する )が滑降コー

スを恵庭岳に建設するよう助言したことを報じた 1 4 )  (参考資料 -2)。

また、同年 4 月 11 日付の『読売新聞』は、ヴォルフガングが、他の

立候補都市の現状と比較し、「滑降コース中で札幌などは会場として

いいと思った」と述べたことを報じている 1 5 )  (参考資料 -3)。これに

ついて、『第 10 回オリンピック冬季大会札幌招致委員会報告書』に

は、1) 3 月 29 日〜 4 月 1 日の間に、ヴォルフガングが恵庭岳を視察

したこと、 2) 4 月 5 日、招致委員会は、ヴォルフガングの助言に基

づき、滑降競技会場を手稲山から恵庭岳に変更するため、国内スキ

ー関係者を現地に派遣し調査したこと、 3) 4 月 9 日に滑降競技会場

恵庭岳に決定したこと、の 3 点が記されている 1 6 )。  

 これらのことから、恵庭岳滑降競技場の建設は、 FIS のヴォルフ

ガングの意向に沿ったものであったと考えられる。なお、第 10 回冬

季大会招致委員会 1 7 )は、 1961 年 5 月 10 日の時点では、滑降競技会

場の建設地の第 1 候補として手稲山、第 2 候補として札幌岳、第 3

候補として恵庭岳を挙げていた (参考資料 -4)。  

 第 2 期には、恵庭岳を滑降競技会場として使用することの是非を

めぐる折衝がなされていることが報じられていた。 1966 年 8 月 24
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日付の『北海道新聞』は、厚生省が国立公園の森林が破壊されると

いう理由から恵庭岳の使用に対して「ほかに適地はないのか」と意

見したことを報じた 1 8 )  (参考資料 -1)。同日付の『読売新聞』も、同様

の内容を報じていた 1 9 )  (参考資料 -5)。  

 また、厚生省だけでなく、北海道自然保護協会の理事長であった

井手も意見を述べている。同年 9 月 6 日付の『北海道新聞』は、井

手が IUCN から恵庭岳以外に滑降コースの建設を要望する旨の署名

を得たことを報じた 2 0 )  (参考資料 -6)。これについて、『北海道自然保

護協会会誌』には、井手が IUCN の代表者から反対署名を受け取り、

JOC に滑降競技会場の変更を求めるよう働きかけることを要請する

書簡を IOC 会長に送付したと記されている 2 1 )  (参考資料 -7)。  

 これらのことから、井手は、1)IUCN の代表者から滑降競技場建設

地の変更を要請する署名を受け取ったこと、 2)この署名を添えて

IOC 会長に宛てた書簡を送付し、 IOC 会長から JOC に対し滑降競

技場建設地の変更を要請させることを試みたこと、の 2 点が読み取

れる。  

 第 3 期の記事は、『朝日新聞』の 1 件のみであり、その内容は恵庭

岳滑降競技場を鳥瞰した写真を掲載し、建設までの経緯について報

じたものであった。1971 年 8 月 27 日付の『朝日新聞』には、「夏見

る恵庭コースはなんとも痛々しい。ジグザクのコースは赤土がムキ

出し、周囲のクマザサ、針葉樹とはっきり隔てられている」と報じ

られていた 2 2 )  (参考資料 -8)。  

 

(2)  ②関連道路の建設  

 ②関連道路の建設に関する記事を掲載していたのは、『北海道新聞』

のみであった。  

 第 1 期には、恵庭岳の支笏湖側（南東側）に選手や競技運営スタ

ッフなどの輸送をするための新たな道路を建設する計画について報
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じられていた。この計画路線は、「支笏湖畔丸駒—オコタンペ川口間

の車道」という名称である (以下、「支笏湖周辺計画路線」と省略す

る )。この計画路線について、 1963 年 5 月 11 日付の『北海道新聞』

は、以下のように報じている 2 3 )  (参考資料 -9)。  

 

湖畔の丸駒から湖岸づたいに恵庭岳西斜面のオコタンペへ出る

四キロは札幌開発建設部の受け持ち、ことし二千万円の予算で

七百メートル道路をつける。  

 

 第 2 期には、第 1 期と同様に支笏湖周辺計画路線に関する内容が

報じられていた。1967 年 3 月 8 日付の『北海道新聞』には、千歳市

が同計画路線の新設を機に観光地として売り込み、また恵庭岳山麓

に国民休暇村を設置することが報じられていた 2 4 )  (参考資料 -10)。し

かしその一方で、 1968 年 9 月 21 日付の『北海道新聞』は、同計画

路線の建設計画が再検討されている旨を報じた 2 5 )  (参考資料 -11)。こ

れに関連して、『北海道自然保護協会会報』には、 1969 年 2 月 1 日

に行われた北海道自然保護協会における第 28 回理事会において、同

計画路線の建設案については反対の意向を表明することに決定した

と報告されている 2 6 )  (参考資料 -12)。  

 上記の第 1 期および第 2 期における新聞報道から、競技場への輸

送手段として支笏湖周辺計画路線の建設が計画されたが、北海道自

然保護協会の反対表明によって再検討されることになったと考えら

れる。また、この背景には、同計画路線の建設を機に新たな観光地

を作ろうとする千歳市の意向もあったことがうかがえる。  

 第 3 期には、上記の支笏湖周辺計画路線の再検討の結果とみられ

る内容が報じられた。 1970 年 4 月 21 日付の『北海道新聞』には、

1)国立公園指定地域としての自然保護の立場を尊重すること、2) 同

計画路線の設置がきわめて難工事を要すること、の 2 点の理由から、
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同計画路線の建設案が廃止されたことが報じられた 2 7 )  (参考資料 -

13)。これに関し、『組織委員会議事録』には、北海道知事は、 1970

年 4 月 20 日に行われた組織委員会において、支笏湖周辺計画路線

を新設しない旨を述べたことが記載されていた 2 8 )  (参考資料 -14)。  

 上記から、支笏湖周辺計画路線が再検討されたものの、自然保護

や工事の難度を理由として支笏湖周辺計画路線の建設案が廃止され

たと考えられる。  

 

(3)  ③コースの改良・延長  

 ③コースの改良・延長に関する記事は、第 1 期および第 2 期には

みられなかった。  

 第 3 期には、札幌大会組織委員会は、 FIS の許可を取った上で既

に伐採されたコースを中心に右側の斜面に延長を行ったが、 FIS の

技術代表から選手にとって危険なコースであると指摘され、新たに

左側の斜面に延長したことが報じられていた。 1971 年 5 月 13 日付

の『北海道新聞』には、 FIS の代表の発言について以下のように報

じられている 2 9 ) (参考資料 -15)。  

 

「われわれ (FIS—筆者注 )ははじめから左側に延長するのが良い

としていた。しかし、日本の関係者は、左側は保安林などあり工

事がむずかしいため、右側に延ばすことにし、良いコースをみつ

けた、と昨年六月 FIS にその図面をつけ、文書で報告してきた。

われわれも検討し、FIS のルールにかなったものであり、良いコ

ースということだったので、この報告を信頼して右への延長を

了解した」といきさつを説明、さらに「プレオリンピックで新た

に延長した部分を実際に見てみると、われわれが意図している

安全第一主義のコースと違って、危険な箇所があったため、改め

て左側へ延長するよう申し入れた」と語った。  
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 また、同年 5 月９日付の『読売新聞』には、「札幌オリンピック組

織委員会が延長したところ、こんどは『延長部分は危険だ』といわ

れ、ことし二月のプレ・オリンピックでは延長部分はほとんど使わ

れなかった」ことが報じられていた 3 0 )  (参考資料 -16)。  

 ③コースの改良・延長については、先行研究では触れられてこな

かった内容である。その理由として、『北海道自然保護協会会報』の

記載によると、北海道自然保護協会は、このコース改良・延長につ

いて触れているものの、自然保護の観点からはできるだけの配慮を

要望するにとどまり、その後も議論がなされることがなかったこと

が挙げられる 3 1 )  (参考資料 -17)。③コースの改良・延長の詳細の解明

については、本研究の射程を越えるため、筆者の今後の課題とする。  

 

(4)  ④競技施設の処理  

 ④競技施設の処理に関する記事は、第 1 期にはみられなかった。  

 第 2 期には、恵庭岳滑降競技場の建設は、自然保護の観点から使

用後に施設を撤去することを条件に許可されたことが報じられた。

1967 年 3 月 18 日付の『北海道新聞』は、以下のように報じている
3 2 )  (参考資料 -18)。  

 

同コースは、組織委が誘致運動のときからパンフレットに刷り

込むなど、当初から予定していた競技場だが、これにたいし道

（北海道—筆者注）自然保護協会が自然保護に逆行すると反対

したのをはじめ、厚生省も昨年八月開かれた札幌オリンピック

の競技・施設専門委員会で「国立公園の緑をそこなうので、他の

コースを」と反対、問題が難航していた。このため組織委側は「自

然保護にじゅうぶんに注意する」ことを条件に善処を求め、まず

幅三㍍の調査コースの伐採について早急に許可するよう申し入
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れていた。このほど東京・新宿御苑で自然保護審議会の管理・計

画部会が開かれ同問題を非公式にはかったとき各委員から『施

設を撤去するなら使用はやむをえない』という意見が出され組

織委側から出席した佐藤朝生事務総長、木原均スキー・バイアス

ロン小委員長も「その条件に沿うように努力する」と述べた。  

厚生省国立公園局はこの両者の意見に基づき「オリンピック

使用後に本部、ロープウエーなど各施設を撤去する」ことを条件

に近く使用を許可する方針である。  

 

 また、同年 3 月 29 日付の『読売新聞』では、厚生省自然公園審議

会が恵庭岳滑降競技場を仮設にすることを了承したことが報じられ

ていた 3 3 )  (参考資料 -19)。これについて、『組織委員会競技および施

設専門委員会関係書類綴』には、「恵庭コースの施設は撤去する。従

って仮設施設として組織委が（競技場の施工を—筆者注）行う。」と

記載されている 3 4 )  (参考資料 -20)。  

 前述の通り、恵庭岳に建設された競技施設は大会終了後に撤去さ

れたが、第 3 期には、再びこの競技施設の処理をめぐって議論がな

されたことが報じられていた。1972 年 1 月 10 日付の『北海道新聞』

は、千歳市やスキー関係者の間から『この立派なコースを残したい』

という声が出され、再び競技施設の処理の問題が浮上したことを報

じた 3 5 )  (参考資料 -21)。  

 しかし、1972 年 2 月 8 日付の『朝日新聞』は、千歳市や北海道ス

キー連盟は存置運動を行ったが結実することはなかったと報じた 3 6 )  

(参考資料 -22)。これに関連し、『恵庭岳滑降競技場復原工事調査報告

書』には、恵庭岳滑降競技場は予定通り撤去され、札幌大会終了後

の 1972 年から 1986 年までの約 15 年にわたって復原工事が行われ

たことが記載されている 3 7 )  (参考資料 -23)。  

 これらのことから、恵庭岳滑降競技場は、大会終了後に撤去する
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条件の下で建設されることに決定されたものの、近隣都市およびス

キー関係者などが存置を望んでいたことがうかがえる。  

 

(5)  ⑤その他  

 ⑤その他の記事は、第 1 期および第 3 期にみられ、札幌大会の招

致活動の広報や、開催準備の様子について報じられていた。  

 第 1 期には『北海道新聞』のみに報じられていた。1963 年 3 月 21

日付の『北海道新聞』は、「滑降に絶好の恵庭岳コース」と題し、滑

降競技場建設地の概要を報じた 3 8 )  (参考資料 -24)。  

 第 3 期には、競技場建設の現場の状況について報じられた。 1971

年 12 月 22 日付の『北海道新聞』には、「科学技術の粋を集めた札幌

オリンピックも、バーンづくりだけは “人力 ”がたよりだ」として、恵

庭岳コースの固い雪づくりのために、自衛隊員が雪を運んでいるこ

とが報じられていた 3 9 )  (参考資料 -25)。また、 1972 年 2 月 1 日付の

『朝日新聞』には、滑降競技を撮影するために 9 台のカメラを設置

したことが報じられていた 4 0 )  (参考資料 -26)。  

 

第 5 節 第 1 章のまとめ  

 

 第 1 章では、当時の札幌市や周辺地域の住民にどのような情報が

提示されたかという観点と同時に、同市の地域住民を中心として形

成された世論がどのようなものであったかに着目し、恵庭岳滑降競

技場建設問題に関する新聞報道を検討した上で、既往文献を参照し、

当時の札幌市や周辺地域の住民に提示された情報およびその傾向を

明らかにした。  

 以下に、当時の札幌市や周辺地域の住民に提示された情報の内容

をまとめ、恵庭岳滑降競技場建設問題を概観するとともに、当時の

世論について考察を行う。  
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1.  滑降競技場の予定地は、開催権獲得以前に恵庭岳に決定してい

た。この背景には、 FIS の委員が滑降コースを恵庭岳に建設す

るよう助言があった。  

2 .  札幌大会組織委員会は、北海道自然保護協会との議論の末、大

会終了後に競技施設を撤去することに決定した。  

3 .  恵庭岳滑降競技場建設問題では、競技場建設についてのみなら

ず、それに附随する支笏湖周辺計画路線の建設についても問わ

れていた。特に建設を推進していたのは、恵庭岳が所在する千

歳市の関係者であった。しかし、議論の末、支笏湖周辺計画路

線の建設は取りやめることになった。  

4 .  札幌大会の開催権獲得後には、北海道自然保護協会理事長によ

る IOC への滑降競技会場の変更要請が行われていた。  

5 .  札幌大会開催直前には、近隣都市やスキー連盟の関係者が恵庭

岳滑降競技場の存置を要望し、競技施設の処理に関する議論が

再燃した。とはいえ、最終的には、札幌大会組織委員会は、厚

生省や北海道自然保護協会が当初承認した条件に従い、予定通

り撤去する方針を示した。  

6 .  札幌大会組織委員会は、 FIS の技術代表からコースの改良と延

長を要求されたことをきっかけに、新たに森林を伐採し延長を

行った。ところが、札幌大会組織委員会は、 FIS から延長した

コースは選手にとって危険であると指摘され、異なる斜面を伐

採しコースを延長した。   

 以上のことから、恵庭岳滑降競技場建設問題では、先行研究が指

摘した通り、北海道自然保護協会の理事長らによる滑降競技場建設

地の変更要請が行われていたことが確認できた。また、本章におけ

る検討により、競技場建設もさることながら、それに付随する交通

輸送道路の建設に対する反対意見および声明が出されていたことが

明らかになった。これらの詳細の解明については、第 2 章および第
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3 章に譲ることにする。  

 さらに、先行研究では触れられてこなかった競技場の存置を要望

する動きや、 FIS と札幌大会組織委員会における交渉や、競技場の

存置を要望する動向の存在も示唆された。  

 恵庭岳滑降競技場建設問題への関心は、札幌大会の開催権獲得後、

日本国内で高まりはじめた自然保護への関心と並行して寄せられた

といえる。しかし、その一方で、スキー関係者や近隣都市の住民は、

自然保護よりも観光産業の発展など、オリンピック大会の開催によ

る恩恵も求めていた。すなわち、行政、大会運営主体、競技連盟およ

び環境保護団体の間では、オリンピック大会の開催によるスポーツ

施設の充実や経済的利益の創出か、それとも自然保護か、という意

見の相違があったといえよう。  
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第 2 章   札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会におけ
る議論  

 

 

第 1 節 問題の所在  

 

 第 2 章は、恵庭岳滑降競技場建設問題をめぐる札幌大会組織委員

会と北海道自然保護協会における議論について検討するものである。 

 序論や前章では、札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会の間

で議論がなされていたことに触れた。これについて、Tahara1 )は、1)

北海道自然保護協会が恵庭岳の使用に対して反対の意向を表明して

いたこと、 2)北海道自然保護協会が札幌大会組織委員会に対し、大

会終了後に恵庭岳滑降競技場の競技設備を撤去し、跡地に植林を行

う条件を付けたこと、の 2 点を明らかにしている。この指摘に類似

した記述は、札幌大会組織委員会が発行した会報 2 )にもみられる。そ

の会報には、北海道自然保護協会が恵庭岳の使用に反対していたこ

とや、厚生省国立公園局も北海道自然保護協会と同じ立場から難色

を示していたとされている。しかし、これらの先行研究では、北海

道自然保護協会が恵庭岳滑降競技場の建設に反対の立場を表明した

経緯や、建設の条件であった大会終了後の競技設備の撤去や跡地へ

の植林など、札幌大会組織委員会における自然保護のための具体的

方策をめぐる議論については明らかにされていない。  

 このように、一連の議論の詳細が明らかになっていないことに加

え、恵庭岳滑降競技場建設問題の初出の時期についても、改めて検

討する必要があると考える。  

 これまで、田原ら 3 )によれば、恵庭岳滑降競技場建設問題の初出は

開催権獲得後であるとされている。また、前章では、恵庭岳滑降競
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技場建設問題に関する新聞報道の初出は、札幌が開催権獲得した後

であったことが明らかになった。これらの指摘に基づけば、招致活

動時期には、恵庭岳滑降競技場建設問題について触れられることな

く札幌大会の開催が決定したことになる 4 )。しかしその一方で、1966

年 4 月 20 日付の『北海道新聞』 5 )には、札幌と同時期に立候補した

バンフにおいて環境保護団体が競技場建設による国立公園の森林伐

採に反対していたと報じられている (参考資料 -27)。札幌大会組織委

員会や北海道自然保護協会では、招致活動時期においても恵庭岳滑

降競技場建設問題について言及されていた可能性は否定できないと

いえる。  

 さらに、先行研究では、競技場建設をめぐる議論に限定した検討

がなされてきた。しかし、前章では、競技場建設に付随する交通輸

送道路の建設に対する反対意見および声明が出されていたことが明

らかになった。このことから、恵庭岳滑降競技場建設問題は、競技

場に付随する交通輸送道路の建設にも及んでいたことが示唆される。 

 以上のことから、恵庭岳滑降競技場建設問題をめぐる札幌大会組

織委員会と北海道自然保護協会における議論については、先行研究

や文献でいくつかの指摘がなされているものの、関連史料の一部の

検討に留まっているといえる。また、先行研究によれば、恵庭岳滑

降競技場建設問題はオリンピック大会の招致活動や開催準備に関わ

ったスポーツ関連組織においてのみなされたものではなく、環境保

護団体や行政などの非スポーツ関連組織をも巻き込んだものであっ

たことがうかがえるにもかかわらず、これらを俯瞰する検討はなさ

れていない。  

 そこで本章では、札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会に焦

点を当て関連史料の検討を行い、恵庭岳滑降競技場建設問題をめぐ

る札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会における議論について

明らかにすることを目的とした。本章では、前述した先行研究の成
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果に基づき、以下の４点の具体的な検討課題を設定した。  

1 .  議論の経緯および対象となった場所  

2 .  北海道自然保護協会の立場  

3 .  自然保護のための具体的方策をめぐる議論  

4 .  支笏湖周辺計画路線の建設をめぐる議論  

 史料は、札幌大会組織委員会の『組織委員会議事録』、北海道自然

保護協会が発行した『北海道自然保護協会会報』に記載された会議

記録である。関連する史料は、議事録に 12 件 (表 2-1)、会議記録に

20 件 (表 2-2)、計 32 件存在した。  

 

第 2 節   議論の経緯および対象となった場所  

 

 恵庭岳滑降競技場の建設について具体的に議題として挙げられた

最初の会議は、 1965 年 12 月 4 日に行われた北海道自然保護協会の

第 10 回理事会であった 6 ) (参考資料 -28)。北海道自然保護協会におい

てこの議論が発生した経緯については、当時の同協会の理事長であ

った井手が 1966 年 9 月 6 日付の『北海道新聞』の中で、以下のよ

うに述べている 7 ) (参考資料 -6)。  

 

これは、北海道自然保護協会は一昨年、昭和三十九年十二月一日

に初めて発足して、昭和四十年になってから実質的に活動をはじ

めたことによるもので、協会が活動をはじめたときにはすでに一

般の人々の間に、恵庭岳のコースが規定の事実のように受けとら

れていたときである。従ってようやく昨年になって協会がこの問

題を討議したことはすでに時期を失していたということがいえ

る。しかし、理事会では幾度か熱心な討論が行われた。しかし、

すでにオリンピック開催地を決定する IOC の会議開催直前であ

ったため、協会がオリンピックそのものに反対するというふうに  
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表 2-1 札幌大会組織委員会・関連委員会等議事録の概要  
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表 2-2 北海道自然保護協会会報に記載された会議記録および要望書の概要  
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とられる危険を避けるために、決定後に改めて問題とすることと

していったん見送りとなった。そして、思いがけなく札幌決定と

いうことで、改めて問題になったのである。  

 

後にも触れるように、北海道自然保護協会におけるここでの議論は、

札幌大会組織委員会や北海道の行政機関 (以下、「北海道行政」と省略

する )を巻き込むものへと発展したことから、恵庭岳滑降競技場建設

問題の初出は招致活動期、すなわち札幌大会の開催が決定する以前

であったと位置づけることができる。  

 さらに、札幌大会の記録映画の監督を務めた篠田正浩 8 )は、恵庭岳

滑降競技場の建設について、以下のように述べている。  

 

私はオリンピック委員会と話し合い、公式映画に『恵庭岳はこの

競技が終わって 2 時間後に閉鎖された』というナレーションを

入れたことを、今も鮮やかに覚えています。オリンピック競技が

初めて環境問題と遭遇した第 1 号の事件が北海道恵庭岳のダウ

ンヒル、滑降の競技で、これを契機にオリンピック委員会はウィ

ンタースポーツの環境にナーバスになり、デリケートな対応をす

る必要に迫られました。これにより私は、札幌オリンピックの開

催には大きな意味があったと思っています。  

 

 上記から、恵庭岳滑降競技場建設問題は、その後のオリンピック・

ムーブメントにおける環境保護の意識に重要な示唆を与えた事例で

あると考えられる。  

  また、先行研究の成果をみる限り、恵庭岳滑降競技場建設問題は、

競技場建設に限定されていたようにみえる。しかし、史料を検討し

た結果、この問題は競技場建設に限定されたものではなかったこと

が明らかになった。その理由は、第 1 に、北海道自然保護協会の理
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事長であった井手が同協会の会報に執筆した「恵庭岳をめぐるオリ

ンピック施設」には、競技場建設と交通輸送道路の建設について並

立して記述されていることにある 9 ) (参考資料 -29)。第 2 に、札幌大

会組織委員会は、恵庭岳への輸送力を強化するため、支笏湖周辺計

画路線の建設を要望していたことにある 10 ) (参考資料 -30)。第 3 に、

上記に関連し、当時の北海道自然保護協会の会長であった東条猛猪

11 )  (以下、「東条」と省略する )は、自伝の中で以下のように述べてい

ることにある。  

 

この滑降競技に関して思い起こすのは、東京で開かれたオリンピ

ック組織委員会の席上、「競技場まで、既存の道路が一本だとい

うのでは心細い。支笏湖沿いに新しい道路を建設しては」との意

見が出た時のことである。  

 

 以上のことから、恵庭岳滑降競技場建設問題は、競技場に付随す

る交通輸送手段の確保という観点から、交通輸送道路の建設にも及

ぶものであったといえる。なお、ここで問題となっている交通輸送

道路の位置を図 2-1 に示した 12 )。  

 

第 3 節  北海道自然保護協会の立場  

 

北海道自然保護協会の立場を示す最初の内容は、 1965 年 12 月 8 日

に会長の名で「オコタンペ湖周辺特別保護地区の自然保護に関する

要望書」を北海道行政などに提出したことであった 13 )  (参考資料 -31)。

ここには、同協会が大会開催時に輸送手段として使用する道路の建

設に対し、特別保護地区のもつ自然景観を保護する工事施行を要望

する方針を示していたことが記述されていた。  

表 2-2 をみると、札幌大会の開催が決定した後、恵庭岳滑降競
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図 2-1 恵庭岳滑降競技場および関連道路  

 

技場の建設に関する議論、要望および報告等の数が増加し、北海道

自然保護協会における議論も活発に行われたことが読み取れる。

1966 年 5 月 28 日に行われた同協会の総会 14 )では、オコタンペ湖周

辺自動車道路 (以下、オコタンペ湖周辺道路 )の建設および土砂の廃

棄のなどの要望が行われていることから、より自然保護に関わる具

体的な議論が進められたと考えられる (参考資料 -32)。さらに、同年

6 月 10 日に行われた同協会の第 12 回理事会の会議記録には、次の

ように記述されている 15 ) (参考資料 -32)。  

 

協会の立場、自然保護のうえから、種々活発な意見が交わされ

る。結局、当協会としては、恵庭岳に必ずしも反対ではないとい
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う態度で、今後事情をよく調査してゆくようにする。組織委員会

ができたら積極的に働きかけることにきまる。  

 

上記から、北海道自然保護協会は恵庭岳滑降競技場の建設に反対

していたというよりは、むしろ自然保護を図るために札幌大会組織

委員会との協議を求めていたといえる。これに関連し、1966 年 7 月

1 日に行われた第 13 回理事会の会議記録には、恵庭岳滑降競技場の

建設について議論が行われ、これについて今後も検討し、札幌大会

組織委員会と連絡を保った上で協議したいとの要望が記述されてい

た 16)  (参考資料 -33)。  

 これらのことから、北海道自然保護協会は、恵庭岳滑降競技場の

建設が適切な工事施行で行われ、自然景観に支障がないようにする

のであれば、必ずしも反対ではない、との見解を示していたといえ

る。また、同協会は、今後も札幌大会組織委員会に対し自然保護に

関わる要望や協議を行いたいという意向も示していた。なお、北海

道自然保護協会の立場については、1966 年 11 月 28 日付で会長であ

った東条 17 )が『北海道自然保護協会会誌』の中で以下のように述べ

ている (参考資料 -34)。  

 

そこで (北海道自然保護協会内で—筆者注 )行われた主張や議

論の具体的内容はしばらくおき、また、多くの主張に当然に伴う

微妙なニュアンスは捨てて、考え方の大筋を追ってみると、一つ

は自然保護の必要上恵庭岳の使用には反対との立場であり、一つ

は恵庭岳の使用はやむを得ないと認めつつ、自然保護をできるだ

け実現させようとの立場である。  

前者の考え方は、自然保護協会は自然保護に徹するべきであっ

て、妥協的態度は他の目的や立場のものに任すべしという筋道に

根ざすものであって、これは確かに協会の一つの行き方を明示し
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ている。現在の世相は、自然破壊が横行し目にあまるものがある

とき、純粋な自然保護に徹した主張は、少なくとも警世的意義を

持つし、それが貫徹されれば、一つの社会悪に対する百パーセン

トの勝利である。  

後者の考え方は、自然保護も社会の一つの要請であり、社会の

他の要請との調和を図る必要がある場合に限っては、協会が調和

妥協のうえで自然保護を主張することが、他に任してしまうより

も自然保護の実をあげ得るとする立場である。この立場をとる場

合、肝要なことは、社会のいろいろな矛盾衝突する要請の重さ、

大切さを比較して調和を求むべきかいなかを判断する結論の適

否である。  

恵庭岳の滑降コース問題について当協会の態度は、結局 “冬季

オリンピック ”のためならば、他に適当な場所がないならばその

使用はやむを得ないが、その施行管理には自然保護をできるだけ

尊重することを期する、ということであった。しかし自然保護の

ため、どのような具体的措置を要望するか、また具体的な私たち

の努力の方法などは、これからの問題である。また、オリンピッ

ク組織委員会が、どのように自然保護の措置を講じるのかも、あ

げて今後のことである。  

 

 上記から、北海道自然保護協会には、恵庭岳滑降競技場の建設に

反対という会員が存在したことがわかる。しかし、同協会は、いく

つかの条件を提示しているものの、1966 年 11 月 28 日には札幌大会

のためであるならばやむを得ない、という立場に一本化した。また、

上記会誌から、北海道自然保護協会は札幌大会組織委員会と協議を

重ねた上で、自然保護をできるだけ尊重する方向性を示していたこ

とも読み取れた。  

 さらに、東条 18 )は、自伝の中で、自身が札幌大会組織委員会の会
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議に出席する立場であったことも述べている。したがって、東条は、

札幌大会組織委員会および北海道自然保護協会の両者の見解を直接

的に知ることができ、北海道自然保護協会の意見を札幌大会組織委

員会に対して随時伝達することが可能であった。つまりこの東条の

存在は、札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会双方の意見をす

りあわせ、できる限り自然保護の措置を講じた競技場建設を目指す

ことを可能にしたと考えられる。  

 その一方で、北海道自然保護協会の理事長である井手 19 )は、自身

が会報に執筆した「恵庭岳をめぐるオリンピック施設」の中で、 1) 

北海道自然保護協会としての立場は決定したものの、理事 4 名が

IUCN の総会にこの問題を提出したこと、 2)ところが理事 4 名のう

ち 1 名が支持を取り下げ、 IUCN の総会で採択されなかったこと、

3)しかし、 IUCN の代表的なメンバーの協力によって IOC に対して

恵庭岳滑降競技場の建設への反対署名を提出したこと、 4)前記 3)の

反対署名を受け、IOC 会長が JOC に対して善処を求めたこと、の 4

点を指摘している (参考資料 -29)。  

 また、井手 20)は、 1966 年 9 月 6 日付の『北海道新聞』の中で、

IUCN に反対意見を提出した経緯を述べている (参考資料 -6)。  

 

そこで (北海道自然保護協会内で—筆者注 )こういう意見が出

たのである。滑降コースも札幌に近いということがひとつの条件

ではあろうが、重要な自然が損傷されるよりは、やや遠くても、

たとえばニセコ、芦別岳、十勝岳 (羊蹄山の名も出たが植物側か

ら（ マ マ ）強い反対があったのでここにはこれは除いておく )なども

使用することはできないだろうか。オリンピックという一時的な

行事のために、これまで国民が守ってき、今後も長く守られるべ

き自然が損傷されるよりは、むしろ時間的、距離的には問題があ

るとしても、今後も長く国民がその設備を冬季間に引きつづいて
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利用できるところに設けることができないであろうか。そういう

ことで IOC に譲歩を求めてはどうか、日本のオリンピック関係

者には国際的信義の上からもそれができないとしても、自然保護

者としてはこれは当然なすべきことではないのか、という意見で

ある。  

私はこの事情を自然保護の仕事に関係ある人間としてではな

く、全くの個人として、インスブルックの前植物園長であるヘル

ムート・ガムス教授にあてて手紙を書いて意見を求めた。  

 

 上記から、北海道自然保護協会は立場を一本化した後においても、

井手を中心とした北海道自然保護協会の関係者によって、恵庭岳滑

降競技場の建設の是非を問う動きがみられたことがうかがえる。  

 さらに、井手は、上記の動向に関し、北海道自然保護協会設立 30

年を振り返る記事の中で以下のように述べている 21 )  (参考資料 -7)。  

 

私がこれ (反対署名—筆者注 )をブランデージ会長に送って善処

方を求めた所、会長は直ちに JOC(日本オリンピック委員会 )に私

と話しあって善処するように求めて来たので、 JOC 委員と私と

の交渉が始まった。私達は恵庭岳の使用はどこまでも反対で富良

野の滑降コースの改良を主張してやまなかったが、ある日思いが

けず日本の山岳会の重鎮で、親しくしていた槙有恒 22 )さんから手

紙が来た。余り頑強に反対するとあなたの将来にも悪い影響があ

るといけないから、適当な所で妥協しなさいという忠告であった。

いずれ政府のその筋が手をまわした、とは思ったが、そこで私は

条件を出した。使用後は再使用しないで、植林して元型に復する、

ということである。定めし非常な費用がかかるだろうが、自然を

破壊することが、どれ程高価なものにつくかを知らしめて今後の

いましめにしたい、と思ったのである。  
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 上記の指摘に基づけば、井手が主導した恵庭岳滑降競技場の建設

の是非を問う動向は、IOC、JOC、IUCN および北海道行政をも巻き

込む問題へと発展したことがうかがえる。しかし、最終的には、井

手は大会終了後の競技設備の撤去と跡地への植林を条件として提示

し、 JOC ないし札幌大会組織委員会がそれを受け入れたことにより

議論が終結したと考えられる。この滑降競技場建設地の変更要請を

めぐる問題の詳細の解明については、第 3 章に譲ることにする。  

  

第 4 節   自然保護のための具体的方策をめぐる議論  

  

 1966 年 9 月 21 日に行われた札幌大会組織委員会における第 2 回

競技および施設専門委員会の議事録には、恵庭岳における競技場建

設について以下のように記述されている 23 )  (参考資料 -20)。  

 

しかしながらここは国立公園であるので、伐開の範囲付属施設等

できるだけ詳細な具体的計画を作り厚生省、国立公園局、営林局

等の関係官庁に申請しその許可をとらねばならない。従つて事務

的にその成案を急ぎ、今冬の調査に間に合うよう関係機関と折し

よう (マ マ )する。  

また、その計画に当つては自然美をできるだけ破かいしないよ

うにし、オリンピツク終了後の運営管理については道 (北海道—

筆者注 )または市 (札幌市—筆者注 )に作つてもらうことが望まし

い。  

 

 上記から、札幌大会組織委員会の結成時には、恵庭岳における競

技場建設の正式な許可が取られていなかったことがわかる。また、

札幌大会組織委員会では、恵庭岳に競技場を建設する際には、自然
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景観をできるだけ破壊しないように努める旨を述べていた。しかし

この段階では、実際に行われた競技設備の撤去や跡地への植林など

の自然保護のための具体的方策は明確になっていない。  

 その後、自然保護のための方策について初めて具体的な見解が示

されたのは、 1966 年 10 月 29 日に行われた北海道自然保護協会の

第 15 回理事会であった 24 )  (参考資料 -35)。この内容を以下に示す。  

 

理事長より報告。十月二十日、日本興業銀行で開かれた日本自

然保護協会評議員会の席上で、木原氏 (札幌大会組織委員会スキ

ー小委員長—筆者注 )が恵庭の施設は全部撤去すると述べた旨、

報告。  

 

 上記から、札幌大会組織委員会は、自然保護のための具体的方策

として、競技設備を撤去する方針について述べていることがわかる。

また、この方針は、前述した井手による指摘から北海道自然保護協

会の関係者が提案したものであったと考えられる 25 )。  

 北海道自然保護協会は、公式に大会終了後における自然保護のた

めの具体的方策に関する要望を行っていた。 1966 年 12 月 1 日に行

われた北海道自然保護協会の編集会議および報告打合せ会の会議記

録 26 )には、北海道自然保護協会が「恵庭岳スキーコースに関する要

望書」を札幌大会組織委員会および厚生省などに提出したことが記

述されていた (参考資料 -35)。さらに、1967 年 1 月 28 日に行われた

第 16 回理事会の会議記録には、上記の要望内容が北海道自然保護協

会内で承認されたことが記述されていた 27 )  (参考資料 -35)。しかし、

これらの記録には、大会終了後における自然保護のための具体的方

策については記述されていなかった。  

 その後、北海道自然保護協会は、田原ら 28 )が指摘した通り、 1967

年 2 月 20 日、「恵庭岳南西斜面におけるオリンピック施設計画につ
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いて」を大蔵大臣および厚生大臣に提出した 29 )  (参考資料 -36)。以下

にこの内容を示す。  

 

もしやむを得ず諸般の施設を設けてもオリンピック終了後はい

っさいこれを撤去していただきたく、このことを特にここに申し

入れる次第であります。  

第二には施設をいっさい撤去するのみにては伐採その他によ

る荒廃のあとをとどめることになりますのでこれらを植林によ

って充分整備して、オリンピックによる荒廃の痕跡をあとに残さ

ざるようにしていただきたいのであります。  

 

 上記から、北海道自然保護協会が自然保護のための具体的方策と

して、競技設備の撤去および跡地への植林を要望していたことがわ

かる。この要望に対し、札幌大会組織委員会は、北海道自然保護協

会の要望への回答に相当する方針を示した。 1967 年 3 月 17 日に行

われた札幌大会組織委員会における第 5 回スキー小委員会の記録に

は、以下のように記述されている 30 )  (参考資料 -20)。  

 

恵庭コースの施設は撤去する。従つて仮設施設として組織委が

(競技場の施工を—筆者注 )行う。  

 

 その一方で、競技設備の撤去について議決された内容は記載され

ていなかった。但し、実際に大会終了後に競技設備が撤去されたこ

とに鑑みると、札幌大会組織委員会は、最終的に北海道自然保護協

会の要望を受け入れ、競技設備を仮設とすることを前提としていた

といえる。しかし、この段階では、競技設備の撤去に関する議論が

なされたことはわかるものの、跡地の処理については明確になって

いない。  



 
第 2章   

 − 82 − 

 その後、北海道自然保護協会は、大会終了後の跡地の処理に関す

る要望が札幌大会組織委員会に一部受け入れられたことを報告して

いる。 1967 年 3 月 25 日に行われた北海道自然保護協会の第 17 回

理事会の会議記録には、札幌大会組織委員会側の発言を引用し、以

下のように記述されている 31 )  (参考資料 -35)。  

 

建設物等施設はオリンピック終了後撤去し、跡地は天然更新

とする。  

 

 この記述から、札幌大会組織委員会では、跡地の処理を自然の力

のみに依存する天然更新という方策が提示されていたことがわかる。

しかしこの方策は、北海道自然保護協会が提示した植林とは異なる

ものである。また、同年 3 月 28 日に行われた第 5 回組織委員会の

議事録 32 )には、恵庭岳滑降競技場について、「自然保護の立場から永

久的なものを作ることに賛成を得られず、仮設との条件付で許可と

なつた。」と述べられているのみであり、跡地の処理についてどのよ

うに議論されたかについては触れられていない (参考資料 -37)。  

 競技設備の撤去および跡地への植林という自然保護のための具体

的方策が決定されるに至る議論の記録は、 1970 年 2 月 10 に発行さ

れた北海道自然保護協会の会報にみることができる。この会報には、

井手による「恵庭岳をめぐるオリンピック施設」という記事が掲載

されている 33 )  (参考資料 -29)。井手は、「伐採された樹木は、植林な

どの方法によって、できる限り現状に復する」とし、この条件のも

とで厚生省に施設建設の許可が得られたとしている。  

 以上の検討から、自然保護のための具体的方策をめぐる議論は、

最初の段階では大会終了後に競技施設を撤去する、すなわち競技施

設を仮設のものとすることの是非が問われ、次の段階として天然更

新という方策が提案された後、最終的には植林という手段が講じら
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れることになったといえる。  

しかしながら、本研究において探索し、分析を行った史料には、

北海道自然保護協会が具体的な対策をどのように検討したのか、ど

のような経緯で天然更新ではなく植林が選択されることになったの

か、札幌大会組織委員会が跡地の処理ための経費を投じたのかなど

の記録は残されておらず、解明することはできなかった。これらに

ついては、筆者の今後の課題としたい。  

 

第 5 節 支笏湖周辺計画路線の建設をめぐる議論  

 

 支笏湖周辺計画路線の建設をめぐる議論の発端は、 1966 年 11 月

14 日に行われた札幌大会組織委員会の第 1 回関連施設専門委員会に

おいて、同計画路線の建設によって競技会場間の交通整備を図りた

いとの提案がなされたことであった 34)  (参考資料 -38)。しかし、1969

年 2 月 1 日に行われた北海道自然保護協会における第 28 回理事会

の会議記録には、支笏湖周辺計画路線の建設について以下のように

記述されている 35 )  (参考資料 -39)。  

 

道土木部長より、支笏湖畔丸駒温泉—オコタンペ河口間の車道

(支笏湖周辺計画路線—筆者注 )建設について要望があり、種々検

討の結果、同地域は支笏湖畔においてもっとも重要な箇所である

ので、この間の道路建設については反対の意向を表明することに

決定。  

 

 図 2-1 をみると、「支笏湖畔丸駒温泉—オコタンペ河口間の車道」

とは、前述したように支笏湖周辺計画路線のことであることがわか

る。すなわち、北海道自然保護協会は、支笏湖周辺計画路線の建設

に対し明確に反対の意向を示していた。さらに、北海道自然保護協
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会は、1969 年 2 月 6 日、当時の北海道知事であった町村金五 (以下、

「町村」と省略する )を通して、以下のような要望書を提出している
36 )  (参考資料 -39)。  

 

この地域は支笏湖において、現在すぐれた原始的景観の残されて

いるほとんど唯一の場所でありまして、ここに道路を通すことは、

支笏湖のもっとも重大なるかなめを失うことになるからであり

ます。  

オリンピックの滑降競技の運営のためには、現在建設中の道路

に待避線を作るとか、湖をフェリーで運ぶとか (マ マ )、他の適当な

方法を工夫されたく存じます。  

 

 上記から、北海道自然保護協会は、札幌大会組織委員会に対し、

自然保護の観点から支笏湖周辺計画路線の建設による弊害を示した

上で、交通輸送を円滑に行うための代替案を示していたことがわか

る。その一方で、上記の要望書は、北海道自然保護協会が北海道行

政による支笏湖周辺計画路線に関する照会に対する回答であった 37 )。

すなわちこの要望書は、北海道自然保護協会から札幌大会組織委員

会に対して送付されたものではなく、北海道自然保護協会から北海

道行政に送付されたものである。このことから、北海道行政は、北

海道自然保護協会に対し支笏湖周辺計画路線の建設について意見を

求めていたといえる。  

 また、町村は、札幌大会組織委員会の委員であったと同時に、北

海道自然保護協会の会員でもあった 38) (参考資料 -40)。つまり町村の

存在は、東条の存在と同様に、札幌大会組織委員会と北海道自然保

護協会双方の意見をすりあわせ、自然保護の措置を講じた建設を目

指すことを可能にしたと考えられる。  

 北海道自然保護協会の反対の意向を受け、 1969 年 8 月 11 日に行
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われた札幌大会組織委員会の第 15 回組織委員会では、支笏湖周辺計

画路線の建設について以下のように述べられている 39 ) (参考資料 -

41)。  

 

さらに、支笏湖周辺道路 (支笏湖周辺計画路線—筆者注 )につい

ては、自然保護協会側が難色を示しているため、当面は次善の策

として、既設道路の改良となろうが今後の推移を見てとり扱いた

い。  

 

 上記から、札幌大会組織委員会では、支笏湖周辺計画路線の建設

について北海道自然保護協会側が難色を示したことから、当面は次

善の策とすると述べているものの、同計画路線の建設に対する意欲

は薄れていなかったことがわかる。  

 札幌大会組織委員会は、支笏湖周辺計画路線の建設に関する具体

的な意向を表明した。 1969 年 11 月 14 日に行われた第 16 回組織委

員会の議事録には、以下のように記述されている 40 )  (参考資料 -30)。 

 

恵庭岳競技場周辺の交通輸送対策上、新設の開発道路のみでは

不測の事態に対処すること (が難しいこと—筆者注 )からも丸駒

〜オコタンペ間 (支笏湖周辺計画路線の区間—筆者注 )  約 7km は

有料道路として開削すべきとの意見が強く出されている。  

また、前述の開発道路は 5.5m 2 車線、全体巾員 10.30m で、

近く道 (北海道—筆者注 )に移管される予定であり、その後に急勾

配地点 2 ㎞について除雪帯の拡張 (12.50m)、その他の地点も待

避線をつくつてオリンピックに対処するという意向が示されて

いる。  

なお、丸駒〜オコタンペ間については、景観自然保護の点など

から、道の自然保護協会等からも、自動車道をつくることは、反
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対の意思表示が強く出され、これらのことから、道側は新設の開

発道路の整備を図るという意思を強く表明している。  

 

 上記から、札幌大会組織委員会は、北海道行政および北海道自然

保護協会が、 1)支笏湖周辺計画路線の建設に対し反対の意向を表明

したこと、 2)オコタンペ湖周辺道路の整備強化など具体的な指摘を

したこと、の 2 点に触れていることがわかる。  

 北海道自然保護協会は、北海道行政から支笏湖周辺計画路線の建

設について意見を求められ回答している。 1970 年 1 月 24 日付で会

報に記載された要望書の記録には、以下のように記述されている 41 )  

(参考資料 -42)。  

 

昭和四十五年一月二十四日付、林政第一四九号文書にてご照会

の支笏湖畔丸駒—オコタンペ川口 (マ マ )間 (支笏湖周辺計画路線の

区間—筆者注 )の歩道計画を廃止し車道計画を追加することにつ

いては、すでに昭和四十四年二月六日付文書にて申し上げました

とおり、本協会としては不賛成の方針に変更の要のないことを重

ねてお答え申し上げます。  

すでに申し上げましたとおり、同地域は支笏湖においてすぐれ

た原始的景観と美しい自然林の残されているもっとも重要な場

所でありまして、ここに車道を通すことは、支笏湖のもっとも重

大なるかなめを傷つけることになるからであります。  

オリンピック滑降競技の運営についてご不便のあることも察

せられますが、永く子孫に伝えるべき、重要なる自然景観と森林

を守るために、オリンピック運営については、なだれ防止、待避

線の建設、道路の拡幅、湖上の運行など格別のご工夫によって諸

困難を切り抜けられることを希望いたします。  
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 上記から、北海道自然保護協会は、支笏湖周辺計画路線の建設に

対して再び明確に反対の意向を表明した上で、交通輸送を円滑にす

るためには、なだれ防止や、待避線の建設、道路の拡幅、湖上の運行

などによる自然保護に留意した方策をとることを要望していたこと

がわかる。  

 その後、札幌大会組織委員会は、北海道自然保護協会および北海

道行政から再び反対の意向を受け、支笏湖周辺計画路線の建設案の

進退およびそれに関する対応について述べた。 1970 年 4 月 20 日に

行われた第 18 回組織委員会の議事録には、以下のように記述され

ている 42 )  (参考資料 -14)。  

 

組織委員会の強い意向も十分承知していたが、その後、自然保

護の関係者から非常に強い反対の意見も出されている。  

なおまた、新設工事は容易でないことに加えて厚生省の許可も

非常に困難な模様であり、仮に許可を得ても、工期的に期待に応

ずることが可能か問題であるということになつたが、『オリンピ

ックと自然保護を極力両立させる』という方向で関係者に検討さ

せた結果恵庭岳北西のオリンピック関連の開発道路が本年 4 月

道に移管され道としてもこの整備で対処するという結論に達し

たものである。  

 

 上記から、札幌大会組織委員会は、北海道行政および北海道自然

保護協会による反対の意向を受け入れ、支笏湖周辺計画路線の建設

案を廃止した上で、オコタンペ湖周辺道路の整備強化に方針を転換

したことがわかる。また、札幌大会組織委員会は、議論の末、オリン

ピック大会の開催と自然保護を極力両立させる方針を示していた。

さらに、ここでは支笏湖周辺計画路線の建設は工事が困難であると

判断され取り下げられている。なお、町村は、同計画路線の建設を
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取り下げる理由について、上記の第 18 回組織委員会において以下の

ように述べている 43 ) (参考資料 -43)。  

 

なお、丸駒〜オコタンペ間 (支笏湖周辺計画路線の区間—筆者注 )

は、現在の有料道路と異なる地形で水辺 (支笏湖の周辺—筆者注 )

に建設することは不可能であり、山腹に建設せざるを得なくな

ると、雪害対策上の困難性も考えられるので、道  (北海道—筆者

注 )としては、開発道路による交通確保に責任をもつて対処する

よう土木部長に指示していることで了承されたい。  

 

 前述したように、北海道知事ならびに北海道自然保護協会の会員

である町村、および北海道自然保護協会の会長である東条は札幌大

会組織委員会の委員であった。このことから、支笏湖周辺計画路線

の建設をめぐる議論においても、 2 者の存在は札幌大会組織委員会

と北海道自然保護協会双方の意見をすりあわせることを可能にした

1 つの要因であると考えられる。  

 

第 6 節 第 2 章のまとめ  

 

 第 2 章では、札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会における

議論はどのようなものであったか、という観点から、札幌大会組織

委員会の議事録および北海道自然保護協会の会報に記載された会議

記録の検討を行った。この検討により、先行研究では触れられてこ

なかった札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会における議論を

解明することができた。  

 また、この検討は、オリンピック・ムーブメントにおける環境問

題に関し、大会組織委員会、すなわちスポーツ関連組織と、直接的

にはスポーツと関わらない環境保護団体、すなわち非スポーツ関連
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組織が、大会の開催をめぐり相互にどのような役割を果たしたかに

ついても、その一端を示すものとなった。  

 以下に本章の検討により明らかになった内容をまとめ、考察を行

う。  

1 .  恵庭岳滑降競技場建設問題の初出は、開催権獲得以前、すなわち

招致活動期であると位置づけることができた。また先行研究では、

恵庭岳滑降競技場建設問題は競技場建設に限ったものであると

考えられていた。しかし、この問題は、大会に付随する交通輸送

手段の確保という観点から、交通輸送道路の建設にも及ぶもので

あった。  

2 .  恵庭岳滑降競技場の建設について、北海道自然保護協会では、自

然保護の必要上、使用には反対との立場、および使用はやむを得

ないと認めつつ自然保護をできるだけ実現させようとの立場、の

２者が存在した。そこで北海道自然保護協会は議論を行い、他に

適当な場所がなければ使用はやむを得ないが、施行管理には自然

保護をできるだけ尊重すべきであるという後者の立場に一本化

した。また、自然保護の観点からの札幌大会組織委員会との協議

を継続していきたいという北海道自然保護協会の要望があった。

その一方で、北海道自然保護協会内部では、恵庭岳滑降競技場の

建設に対する反対論が収束していなかったことがうかがえた。  

3 .  恵庭岳には大会終了後の対応策として競技設備の撤去と共に植

林が講じられたが、その経緯については明らかにされていなかっ

た。札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会における自然保護

のための具体的方策をめぐる議論は、最初の段階では、大会終了

後に競技設備を撤去する、すなわち競技設備を仮設のものとする

ことの是非であった。その次の段階では、跡地の処理について、

天然更新という方策が提案された後、最終的には植林という手段

が講じられることになったことが明らかになった。ただし、今回
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検討した史料からは、天然更新ではなく植林が選択されることに

なった経緯は明らかにならなかったため、新たな史料を発掘する

必要があると考えられる。  

4 .  北海道自然保護協会は、支笏湖周辺計画路線の建設について反対

の意向を明確に表明した上で、すでに建設が開始されているオコ

タンペ湖周辺道路の整備強化などを行い、1)支笏湖周辺計画路線

の建設案の廃止により図られる自然保護、2)競技施設への円滑な

交通輸送、の 2 点を両立させるための具体的な提案をしていた。

しかし、札幌大会組織委員会は、このような指摘があったにもか

かわらず、支笏湖周辺計画路線の建設を推進する意向を示した。

とはいえ、最終的には、北海道行政および北海道自然保護協会に

よる反対の意向を受け入れ、支笏湖周辺計画路線の建設案を廃止

した上で、オコタンペ湖周辺道路の整備強化に方針を転換した。

また札幌大会組織委員会は、自らオリンピック大会の開催と自然

保護を極力両立させる方針を示していた。但し、この方針転換に

は、自然保護への配慮に限ったものではなく、支笏湖周辺の地形

的な問題や、雪害対策上の問題も影響していたといえる。  

5 .  札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会との直接的な接触は、

1 度の要望書の提出によるもののみであり、 2 者における議論は

そのほとんどが北海道行政の仲介によって行われたものであっ

た。このことから、行政がスポーツ関連組織と非スポーツ関連組

織の仲介をすることによって、非スポーツ関連組織が大会の開催

準備に対し自然保護に関する一定の役割を果たすことが可能に

なったといえる。  

6 .  北海道自然保護協会会長の東条は、札幌大会組織委員会の監事を、

北海道知事の町村は、北海道自然保護協会の会員と札幌大会組織

委員会の委員を兼任していた。この 2 者の存在は、札幌大会組織

委員会、北海道自然保護協会および北海道行政の意見をすりあわ
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せ、自然保護の措置を講じた競技施設の建設を目指すことを可能

にしたと考えられる。  

 以上のことから、恵庭岳滑降競技場建設問題をめぐる札幌大会組

織委員会と北海道自然保護協会における議論は、その 2 者に限定さ

れたものではなかったことが明らかになった。この議論の背景には、

北海道行政が北海道自然保護協会の見解を札幌大会組織委員会に伝

達していた経緯がみられ、さらには、札幌大会組織委員会、北海道

自然保護協会および北海道行政の決定に影響を与え得る人物の存在

があった。このように、北海道自然保護協会による反対の意向や自

然保護のための具体的方策は、北海道行政などによる支持や仲介も

あって、札幌大会組織委員会における競技場建設などの計画に反映

され、大会終了後における競技設備の撤去と跡地への植林が講じら

れる要因となった。また、換言すれば、札幌大会組織委員会と北海

道自然保護協会における議論というよりは、むしろ札幌大会組織委

員会と北海道行政とのやり取りの中で、北海道行政が自然保護への

配慮のための知見の提供を北海道自然保護協会に求めていた、とい

うこともできる。  

 さらに、札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会における議論

では、競技会場への交通輸送を円滑にするための交通輸送道路の建

設についても焦点が当てられていた。その中でも、支笏湖周辺計画

路線の区間は、北海道自然保護協会が自然保護の観点から特に重要

な場所であることを主張し、明確に反対の意向を示した場所であっ

た。このことから、組織委員会には、自然保護の観点からみれば、競

技設備の建設にとどまらず、当然のことながらそれに付随する交通

輸送手段などの関連設備においても自然保護の措置を講じた建設を

行う必要性が求められていたといえる。とはいえ、札幌大会組織委

員会が最終的に支笏湖周辺計画路線の建設案を取り下げ、オコタン

ペ湖周辺道路の整備強化に方針転換したことは、オリンピック大会
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の開催と自然保護の両立を考慮した上での意思決定であったといえ

よう。  

 
 
注および引用・参考文献  

 

1)  Tahara,  J.  (2010) Japanese Challenge for Environ- mental  

Protection in the Olympic Movement.  In:  Chia,  M. and Chiang,  

J.  (Eds.)  Sport Science and Studies in Asia Issues,  Reflections 

and Emergent Solutions.  World Scientif ic  Publishing Co.  Pte.  

Ltd. ,  pp.287-288.  

2 )  財団法人札幌オリンピック冬季大会組織委員会  (1967) 札幌オ

リンピック冬季大会組織委員会会報  第 2 号 .  札幌オリンピック

冬季大会組織委員会 ,  p .5.  

3)  田原淳子・平井敏幸  (2008) 札幌オリンピック冬季大会における

環境問題  ―恵庭岳スキー滑降競技場とオリンピックのレガシー  

― .  日本体育学会第 59 回大会予稿集 .  日本体育学会 ,  p .66.  

4)  札幌は 1966 年 4 月 27 日  (日本時間 )  に開催権を獲得した。典拠

文献を以下に示す。  

･  第 11 回オリンピック冬季大会札幌招致委員会  (1966) 第 11

回オリンピック冬季大会札幌招致委員会報告書 .  第 11 回オ

リンピック冬季大会札幌招致委員会 ,  p .76.  

5 )  「バンフに反対  世界野生生物保護基金  国立公園伐採計画に不

満」 .  北海道新聞 ,  1966 (昭和 41) 年 4 月 20 日 ,  朝刊 ,  14 面 .  

6 )  井手賁夫  (1966) 北海道自然保護協会会報 No.3.  北海道自然保

護協会 ,  p .1.  

  北海道自然保護協会の事務局を訪問したところ、会報の活動状況

記録は議事録に準ずるものであるとの回答を得た。筆者が訪問し



 
第 2章   

 − 93 − 

 
た日は 2012 年 7 月 26 日である。  

7)  「恵庭岳のコースと自然保護  井手賁夫」 .  北海道新聞 ,  1966 年  

(昭和 41 年 )  9 月 6 日 ,  夕刊 ,  3 面 .  

8) 篠田正浩  (2012) 札幌オリンピック  恵庭岳の伐採と植林 .  日本

体育協会他 ,  日本体育協会・日本オリンピック委員会 100 年史  

PART 1.  日本体育協会 ,  p .553.  

9)  井手賁夫 (1970) 北海道自然保護協会会報 No.8.  北海道自然保護

協会 ,  pp.2-4.  

10)  札幌オリンピック冬季大会組織委員会  (1972) 組織委員会議事

録  第 1 回 ―第 31 回 .  札幌オリンピック冬季大会組織委員会 ,  

p .250.  

11)  東条猛猪  (1983) 私の履歴書 .日系事業出版 ,  pp.135-136.  

当時北海道拓殖銀行頭取、後に北海道銀行協会会長。北海道自

然保護協会における会長の任期は 1964 年から 1972 年である。

札幌大会の招致委員会委員も務めた。  

12)  株式会社マピオン  (2013) 地図データ .   

http: / /www.mapion.co. jp/m/42.88009194_141.581485_7/  (確認

日： 2013 年 8 月 25 日 )  

   罫線、吹き出しなどの図は、筆者が加筆したものである。  

13 )  井手賁夫 (1966) 北海道自然保護協会会報 No.2.  北海道自然保

護協会 ,  p .47-48.  

14)  前掲 6,  p.2.  

15)  前掲 6,  p.2.  

16)  前掲 6,  p.3.  

17 )  東条猛猪  (1967) 恵庭岳の滑降コースに思う .  井手賁夫 ,  北海

道自然保護協会会誌  第 2 号 .  北海道自然保護協会 ,  p .1.  

18)  前掲 11,  pp.135-136.  

    東条は札幌大会組織委員会の監事を務めていた。典拠文献を以



 
第 2章   

 − 94 − 

 
下に示す。  

･  札幌オリンピック冬季大会組織委員会  (1972) 第 11 回オリ

ンピック冬季大会公式報告書 .  札幌オリンピック冬季大会組

織委員会 ,  p .433.  

19)  前掲 9,  pp.2-4.  

20)  前掲 7.  

21 )  井手賁夫  (1995) 北海道自然保護協会の発足とその活動 .  俵浩

三 ,  北海道自然保護協会会誌「北海道の自然」第 33 号 .  北海道

自然保護協会 ,  p .15.  

22)  槙有恒  (1894 年 2 月 5 日 -1989 年 5 月 2 日 )  は日本山岳会の第

4 代および第 7 代会長  (1944-1946 年、 1951-1955 年 )  である。 

23)  札幌オリンピック冬季大会組織委員会  (1967) 札幌オリンピッ

ク冬季大会組織委員会競技および施設専門委員会関係書類綴 .  

札幌オリンピック冬季大会組織委員会 .  

24)  井手賁夫  (1967) 北海道自然保護協会会報 No.4.  北海道自然保

護協会 ,  pp.1-2.  

25)  前掲 21,  pp.13-15.  

26)  前掲 24,  pp.1-2.  

27)  前掲 24,  pp.1-2.  

28)  前掲 3,  p.66.  

29)  前掲 24,  pp.7-8.  

30)  前掲 23.  

31)  前掲 24,  pp.1-2.  

32)  前掲 10,  p.52.  

33)  前掲 9,  pp.2-3.  

34)  前掲 23.  

35)  井手賁夫  (1969) 北海道自然保護協会会報 No.7.  北海道自然保

護協会 ,  p .2.  



 
第 2章   

 − 95 − 

 
36) 前掲 35,  pp.3-4.  

37)  前掲 35,  pp.3-4.  

38)  井手賁夫  (1967) 北海道自然保護協会会誌第 2 号 .  北海道自然

保護協会 ,  pp.60-62.  

39)  前掲 10,  p.230.  

40)  前掲 10,  pp.250-251.  

41)  井手賁夫  (1970) 北海道自然保護協会会報 No.9.  北海道自然保

護協会 ,  p .3.  

42)  前掲 10,  pp.286-287.  

43)  前掲 10,  p.290.  





 
第 3章   

 − 97 − 

 

第 3 章 滑降競技場建設地の変更要請をめぐる問題  
 

 

第 1 節 問題の所在  

 

 第 3 章は、滑降競技場建設地の変更要請をめぐる問題について検

討するものである。  

 本論第 1 章および第 2 章では、井手を中心とした北海道自然保護

協会の理事らによる恵庭岳の使用の是非を問う動向が存在し、 IOC

を も 巻 き 込 む 問 題 へ と 発 展 し た こ と に 触 れ た 。 こ れ に つ い て 、

Tahara1 )は、 IOC に所蔵された書簡の検討から、 1)北海道自然保護

協会理事長の井手が、 IUCN の代表者らから恵庭岳の使用に対する

反対署名を得たこと、 2)井手を中心とした北海道自然保護協会の理

事らは、前記 1)の反対署名を添え、滑降競技場建設地の変更に関す

る JOC への勧告を IOC に要請したこと、 3)滑降競技場建設地の変

更はなされなかったこと、の 3 点を明らかにしている。  

 しかし、先行研究では、井手らによる滑降競技場建設地の変更要

請に対し IOC はどのような見解を示し、具体的にどのような対応を

したのか、また、この際に IOC と JOC もしくは札幌大会組織委員

会との間で交渉はなされなかったのか、あったとすればその内容は

どのようなものだったのか、などについては明らかにされていない。 

 そこで本章では、滑降競技場建設地の変更要請をめぐる問題の詳

細を明らかにすることを目的とした。本章では、 1962 年 4 月から

1968 年 5 月に開催された IOC 理事会および総会の議事録、並びに  

“Avery Brundage Collection Microfi lm, 1908-1975”の  Box.  135,  

136,  180 に収納された、当時の IOC 会長ブランデージと JOC もし

くは札幌大会組織委員会との間で交わされた往復文書を史料として
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用いた 2 )。  

 

第 2 節  滑降競技場建設地の変更要請の概要  

 

 滑降競技場建設地の変更要請をめぐる問題は、恵庭岳滑降競技場

と自然保護をめぐる一連の議論の中で発生した。第 1 章で述べたよ

うに、恵庭岳滑降競技場建設問題は、 1965 年 12 月 4 日に行われた

北海道自然保護協会の第 10 回理事会において恵庭岳滑降競技場の

建設について議題に挙げられたことから始まった 3 ) (参考資料 -28)。

また、前章の検討結果に基づけば、第 10 回理事会の開催を皮切りに

北海道自然保護協会における議論が活発に行われるようになった。

そして、 1966 年 6 月 10 日には、北海道自然保護協会が恵庭岳滑降

競技場の建設についての立場を表明した。北海道自然保護協会の第

12 回理事会の記録には、次のように記載されている 4) (参考資料 -32)。 

 

協会の立場、自然保護のうえから、種々活発な意見が交わされ

る。結局、当協会としては、恵庭岳に必ずしも反対ではないとい

う態度で、今後事情をよく調査してゆくようにする。組織委員会

ができたら積極的に働きかけることにきまる。  

  

 上記から、北海道自然保護協会は、議論の末に恵庭岳の使用に反

対するのではなく、札幌大会のためであるならばやむを得ない、と

いう立場に一本化したことがわかる。  

 ところが、北海道自然保護協会が立場を表明した後においても、

再び恵庭岳滑降競技場の建設の是非を問う動きがみられた。井手を

中心とした北海道自然保護協会の理事らは、1966 年 9 月 2 日、IUCN

の代表者らから得た恵庭岳の使用に対する反対署名を添え、滑降競

技場建設地の変更に関する JOC への助言を IOC に書簡を通じて要
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請した 5 ) (参考資料 -44)。井手 6 )によると、この書簡の送付は、北海道

自然保護協会理事の立場ではなく、井手個人の立場で行ったもので

あった。井手 7)は、この書簡の送付後の動きについて以下のように述

べている。  

 

ブランデイジ (マ マ )会長はこれ (井手らによる滑降競技場建設地の

変更を要請—筆者注 )を日本オリンピック組織委員 (マ マ )に伝えて

善処方を要請した。このことはこれまで全く耳を傾けなかった

組織委員会の態度を変えさせたのみでなく、北海道自然保護協

会の理事会の空気をも微妙に変えさせるに至った。  

 

 上記から、1) 滑降競技場建設地の変更要請をめぐる問題の発端は、

井手らによるブランデージへの滑降競技場建設地の変更を要請する

書簡の送付であったこと、 2)ブランデージは、井手らから送付され

た書簡を受け、 JOC あるいは札幌大会組織委員会に対して善処を要

請したこと、の 2 点がわかる。  

 またこの記載から、井手らによるブランデージへの書簡の送付は、

札幌大会組織委員会および北海道自然保護協会における自然保護の

ための具体的方策をめぐる議論が行われる契機になったといえる。

この議論の初出については、第 2 章における検討で 1966 年 9 月 21

日に開催された札幌大会組織委員会の第 2 回競技および施設専門委

員会であったことを明らかにした。このことから、自然保護のため

の具体的方策をめぐる議論は、井手らがブランデージに書簡を送付

した 1966 年 9 月 2 日以降に行われるようになったことがわかる。  

 さらに、井手 8 )は、北海道自然保護協会の会誌で次のように述べて

いる (参考資料 -7)。  

 

私達は恵庭岳の使用にはどこまでも反対で富良野の滑降コース
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の改良を主張してやまなかったが、ある日、思いかけず日本山岳

会の重鎮で、親しくしていた槙有恒さんから手紙が来た。余り頑

強に反対するとあなたの将来に悪い影響があるといけないから、

適当な所で妥協しなさいという忠告であった。いずれ政府のそ

の筋が手をまわした、とは思ったが、そこで私は条件を出した。

使用後は再使用しないで、植林して元形に復する、ということで

ある。定めし非常な費用がかかるだろうが、自然を破壊すること

が、どれ程高価なものにつくかを知らしめて今後のいましめに

したい、と思ったのである。  

 

 この記載から、井手らによるブランデージへの書簡の送付は、結

果的には恵庭岳滑降競技場が仮設での建設となる要因となったこと

がわかる。  

 また、井手は、これまで札幌大会組織委員会が提示してこなかっ

た富良野の滑降コースの改良案を提示していたことがわかる。なお、

富良野市は、富良野の滑降コースを札幌大会の予備コースとして指

定するよう札幌大会組織委員会に要請書を提出している 9 )。これらの

ことから、滑降競技場建設地の変更要請をめぐる問題には、井手が

代替案として提示した富良野の滑降コースの改良をめぐる折衝をも

包含していたといえる。しかし、この富良野への滑降コースの代替

案に関する議論の解明は筆者の今後の課題とする。  

 その一方で、序論で指摘したように、札幌と同時期に立候補して

いたバンフにおいても国立公園内における競技場建設と自然保護を

めぐる議論が存在した。1966 年 4 月 23 日付の『北海道新聞』では、

バンフ  (カナダ )  の環境保護団体は、オリンピック大会を開催する

場合に使用する競技場建設のためのバンフ国立公園内の森林の伐採

に反対し、 IOC に対して「バンフの一九七二年冬季オリンピック開

催立候補を拒否してほしい」ということを申し入れたことが報じら
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れた 10 )  (参考資料 -45)。このバンフにおける議論は、重要な意味を持

つと考えられため、本章でも適宜触れることにする。  

 以下で検討する IOC 理事会および総会の議事録、並びに往復文書

の内容は、先行研究では明らかにされていなかった IOC による滑降

競技場建設地の変更要請への対応、またその際になされた IOC と札

幌大会組織委員会における交渉の詳細、さらには、当時の IOC の環

境問題に対する見解の一端を示すものであった。  

 

第 3 節 IOC 理事会および総会議事録の検討  

 

 本章で対象とした IOC 理事会および総会の開催状況と、その議事

録内に記載された関連記述の数を表 3-1 にまとめた。  

 表 3-1 に示した通り、 IOC 理事会および総会では、滑降競技場建

設地の変更要請はもとより、恵庭岳滑降競技場建設問題の関連記述

は存在しなかった。このことから、恵庭岳が滑降競技場建設地とし

て選定され、建設が許可されるまでの期間には、 IOC 内では滑降競

技場建設地の変更要請への対応に関する議論もさることながら、恵

庭岳滑降競技場建設問題が公式には触れられていなかったといえる。 

一方、表 3-1 に示した 1966 年 4 月 21 日から 4 月 24 日にローマ

で開催された IOC 理事会および 1966 年 4 月 24 日から 30 日にロー

マで開催された IOC 総会の議事録には、バンフにおける議論に関す

る内容が記されていた。1 つめは、1966 年 4 月 21 日から 4 月 24 日

にローマで開催された IOC 理事会の議事録の記述である。この議事

録には次のように記されている 11 )  (参考資料 -46)。  

 

ブランデージ氏はバンフの招致に関する様々な方面から送付さ

れた抗議の書簡について報告した。何らかの提言をすることな

く、受け取った抗議について IOC 委員に通知することが決定さ  
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表 3-1 IOC 理事会・総会年表 (1962 年 4 月－ 1968 年 5 月 )  
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 れた。  

 

この記述から、 IOC はバンフの立候補に対する抗議を受けていたこ

とがわかる。しかし、この記述からは抗議の内容をうかがい知るこ

とはできない。  

 2 つめは、1966 年 4 月 24 日から 30 日にローマで開催された IOC

総会の議事録の記述である。この議事録には次のように記されてい

る 12)  (参考資料 -47)。  

 

ブランデージ会長は、自然保護に関心を寄せるカナダの協会、市

民、さらには他国の人々などから受けとった非常に多くの抗議

について述べた。彼らは、カナダが自国の天然資源を汚す事例を

作るという目には遭いたくないということを述べていた。ドー

ズは、これらの抗議には確かな根拠がないと述べた。 (カナダの

—筆者注 )首相は、3 度、大会の開催を支持した。国立公園は、数

千平方マイルの地域に及んでおり、スイスの半分の面積に等し

い。野生動物は、公園を横切る電車を恐れることはなく、また冬

においては、いかなる場合でも、野生動物たちは冬眠しているか、

もしくはより北部で冬営している。ホドラー 13 ) (  Marc Hodler,  

スイスの IOC 委員—筆者注 )は、バンフを訪問し、スポーツセン

ター (競技会場—筆者注 )にはとても多くのゲストを受け入れる

ことが可能なホテルが既に存在することを確認している。カナ

ダ人は、週末に釣りやゴルフ、スキーをするためにそこへ出かけ

る。メッサーズ・アレクサンダー (Messrs.  Alexander,  ケニアの

IOC 委員—筆者注 )とハニー (Honey,  南アフリカの IOC 委員—筆

者注 )は、自分たちの国にも素晴らしい国立公園が存在すること

や、またそこには何十万人もの観光客が訪れていることを述べ

た。そこでは、野生生物は悪影響を受けていない。ブランデージ
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会長は、 IOC が私的団体や大学、クラブから受けたすべての抗

議を無視することはできないと判断した。カナダの首相がバン

フの立候補を支持するという事実があるとしても、 IOC は原則

として、国際的な動きになりかねない論争、および大会開催中に

おいて抗議行動が行われるリスクの原因になってはならない。  

 

 この記述から、 1)バンフの立候補に対する抗議は、自然環境の破

壊に関する内容であったこと、 2)バンフでの開催に対し賛成する意

見があることや、カナダの首相がバンフの立候補を支持していると

はいえ、ブランデージは、大会開催中における抗議行動の拡大を懸

念していること、の 2 点がわかる。Chappelet14 )によれば、バンフ

は、第 11 回オリンピック冬期競技大会の招致活動時期にカナダ国内

の環境保護団体からバンフ国立公園内における競技場建設に対する

抗議を受けていた。また、Williams15 )は、1) 環境保護団体および自

然保護論者によるバンフの立候補に対する抗議は IOC に対しても行

われるようになったこと、 2)ブランデージが、バンフに開催権が与

えられた場合には大会前、大会期間中および大会閉幕後において抗

議行動を行うと記された書簡を自然保護論者から受けたこと、の 2

点などを明らかにしている。  

 さらに、上記 IOC 総会の議事録には、 1) IOC 委員 6 名がブラン

デージによって述べられた「抗議行動が行われるリスクの原因にな

ってはならない」と同様の意見を表明したこと、 2)前記 1)の直後に

投票が行われ、最初の投票で札幌が過半数を獲得したこと、の 2 点

が記されている 16 )  (参考資料 -47)。これらのことから、少なくとも、

ブランデージとその他 6 名の IOC 委員は、バンフの立候補に対する

抗議行動の存在をバンフでの開催を回避するための判断材料にした

といえる。  

 ちなみに、Williams 17 )は、当時のバンフ招致活動代表団への聞き
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取り調査の結果から、 IOC はヨーロッパおよび北アメリカ以外の地

域での 1972 年第 11 回オリンピック冬季競技大会の開催を意図して

いたことや、ブランデージが日本の招致活動代表団から日本の美術

品を受領するという個人の利益のために環境保護団体および自然保

護論者による抗議を濫用した可能性があることを指摘している。こ

れらの指摘を踏まえると、ブランデージや IOC 委員は、バンフの立

候補に対する抗議行動の存在をバンフでの開催を回避するために濫

用した可能性も否定できない。バンフにおける議論の詳細を明らか

にするためには、新たな史料を発掘する必要がある。  

 また、上記の IOC 理事会および総会の議事録の記述には、当時の

IOC の環境問題に対する見解が示唆されている。來田 18 )によれば、

1950 年代から 1970 年代の IOC は、環境問題の対応を大会組織委員

会に委ね、自ら積極的に関与することはなかった。この指摘や飯島

19 )が指摘する時代的背景に基づけば、当時の IOC は、環境問題を自

らが積極的に関与して対応しなければならない問題と捉えていたと

いうよりは、 IOC への抗議行動に拡大する可能性のある問題として

危惧していたと読み取ることができる。その一方で、次のような指

摘もある。來田 20 )は、オリンピック・ムーブメントにおける「女性

の参加問題」に着目し、 IOC 理事会および総会の議事録の検討を行

った結果、第二次大戦後すぐの IOC においては、新たな女性の競技

の追加には IOC 内部での批判が強く、「女性自身の問題」、すなわち、

女性たちが検討していくべき問題として位置づけることによって、

解決に向けた IOC としての対応を積極的に行うことはなかったこと

を明らかにしている。この指摘を踏まえると、 IOC は、環境問題を

「女性の参加問題」と同様に視点をずらし、立候補都市もしくは開

催都市が解決すべき問題として位置付け、消極的な姿勢を取ってい

た可能性も否定できない。  
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第 4 節 滑降競技場建設地の変更要請をめぐる往復文書の検討  

 

 本 章 で検討対象とした “Avery Brundage Collection Microfi lm, 

1908-1975” の Box.  135,136,180 に収納された文書は、 IOC 会長の

ブランデージと札幌大会組織委員会会長の植村甲午郎 (以下，「植村」

と省略する )との間で 2 通 (書簡および電報 )、ブランデージと札幌大

会組織委員会事務総長の佐藤朝生 (以下，「佐藤」と省略する )との間

で 1 通 (書簡 )、計 3 通であった (表 3-2)。  

 書簡①は、 1966 年 9 月 23 日付でブランデージから植村宛に出さ

れたものである 21 )  (参考資料 -48)。書簡①でブランデージは次のよう

に述べている。  

 

あなたは札幌の研究者グループから私たちに送付されたスキー

場としての恵庭岳の使用に対する抗議のコピーをすでにご覧に

なっていると思います。もしまだご覧になっていなければ、同封

したコピーをご覧ください。同種の抗議は、バンフの招致が受け

入れられなかった理由の一つでした。  

この抗議について、考慮に値するかどうか、私たちにお知らせ

ください。  

 

書簡①から、ブランデージは植村に対し、自身が受け取った「札

幌の研究者グループ」による恵庭岳使用に対する抗議の書簡につい

て、「考慮に値するかどうか」を問い合わせていることがわかる。こ

の問いにある「札幌の研究者グループ」による抗議の書簡とは、

Tahara 22 )が指摘した井手らによる滑降競技場建設地の変更を要請

する書簡 23 )のことであると考えられる。なお、前述したように、井

手は北海道自然保護協会理事の立場ではなく、個人の立場でブラン

デージに書簡を送付している 24 )。  
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表 3-2 滑降競技場建設地の変更要請をめぐる往復文書  

 

 

また、書簡①から、ブランデージは、 IOC 理事会および総会では触

れられていなかった滑降競技場建設地の変更要請に言及しているこ

とがわかる。すなわち、この変更要請への IOC による対応は、 IOC

理事会および総会などの公式の場で行われていないことから、ブラ

ンデージの判断で行われたものであったといえる。  

 さらに、井手 25 )の指摘によると、ブランデージは JOC に対して滑

降競技場建設地の変更要請をめぐる問題の善処を要請していたとさ

れている (参考資料 -29)。しかし書簡①から、ブランデージは、 JOC

ではなく札幌大会組織委員会に対して滑降競技場建設地の変更要請

への対応を要請していたといえる。  

 そして、書簡①でブランデージは、「同種の抗議は、バンフでの開

催が受け入れられなかった理由の一つでした」と記している。この

記述から、ブランデージは、札幌においてもバンフで行われたもの

と同種の抗議を受けたことによって、恵庭岳の使用、延いては札幌

大会開催への影響を懸念していたといえる。  

 書簡②は、1966 年 10 月 11 日付で佐藤からブランデージ宛に出さ

れたものであり、書簡①の返信に該当すると考えられる 26 )  (参考資

料 -49)。書簡②で佐藤は、次のように記している。  

 

1966 年 9 月 23 日の手紙、および 1972 年冬季オリンピックに

おける恵庭岳の使用についての札幌の研究者グループによる抗

�	�� 
�� ��� ��

	�� � !�"� �
 ������������

	�� �� � !�"� ������������

��� �
 � !�"� �������������
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議に関してお問い合わせ頂きありがとうございます。  

現時点では最終的な結論に達してはいませんが、この問題を

迅速に解決するために、関連機関で慎重に見直され、検討されて

います。  

しかし、言うまでもなく、札幌大会組織委員会はこの (変更要

請による—筆者注 )影響に対して全力を傾注するでしょうし、こ

の問題が近い将来落ち着き、私達はすぐにあなたに詳細な情報

をお知らせすることができると考えています。  

 

 この書簡②から、佐藤は、恵庭岳の使用に対する抗議への対応に

ついては既に検討が行われ、解決できる見込みであることをブラン

デージに報告したことがわかる。  

 電報①は、 1967 年 3 月 29 日付で植村からブランデージ宛に出さ

れたものである 27 )  (参考資料 -50)。電報①で植村は、「札幌大会にお

ける滑降コースのための恵庭岳の使用について国立公園審議会から

承認を得た」と記している。また、佐藤が送付した書簡②へのブラ

ンデージによる返信は、本稿で用いた史料には見当たらなかった。  

 電報①から、植村は、書簡①に記されたブランデージの「抗議は

考慮に値するかどうか」の問いに対する最終的な返答として、恵庭

岳を滑降競技場建設地として使用できることを通知したと考える。  

 ところで、第 2 章における研究成果に基づけば、電報①が出され

た 1967 年 3 月 29 日までには、自然保護のための具体的な方策とし

て、競技場は仮設とし、札幌大会の終了後に撤去することが決定し

ている。例えば、 1967 年 3 月 28 日に行われた札幌大会組織委員会

における第 5 回組織委員会の議事録には、「自然保護の立場から永久

的なものを作ることに賛成を得られず、仮設との条件付で許可とな

った。」と記載されている 28 )。しかし、電報①には、恵庭岳滑降競技

場が条件付での建設となったことについては記されていなかった。
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また、本章で検討した “Avery Brundage Collection,  1908-1975”の  

Box.  135,136,180 には、1972 年付までの文書が収納されていたもの

の、自然保護のための具体的方策に関する内容は記されていなかっ

た。  

 

第 5 節 第 3 章のまとめ  

 

 第 3 章では、井手らによる滑降競技場建設地の変更要請に対し

IOC はどのように対応したのか、またその際に IOC と JOC もしく

は札幌大会組織委員会との間で交渉はなされなかったのか、あった

とすればその内容はどのようなものだったのか、という観点から、

IOC 理 事 会 お よ び 総 会 の 議 事 録 、 並 び に  “Avery Brundage 

Collection,  1908-1975”の  Box.  135,136,180 に収納された往復文書

を中心に検討を行った。この検討により、 IOC と札幌大会組織委員

会との間で、滑降競技場建設地の変更要請への対応に関する文書を

通じての交渉が行われていたこと、およびその内容、さらには、IOC

による滑降競技場建設地の変更要請への具体的な対応が明らかにな

った。  

 また、本章では、オリンピック・ムーブメントにおける環境保護

対策の黎明期において、 IOC は環境問題に対してどのような見解を

示し、どのように対応していたのか、その一端を示すものとなった。  

 滑降競技場建設地の変更要請の全体像 (図 3-1)を作成した。本章の

検討により明らかになった内容を以下にまとめ、考察を行う。  

1 .  滑降競技場建設地の変更要請をめぐる問題の発端は、先行研究

および本章で用いた史料によれば、井手らが滑降競技場建設地

の変更を JOC に助言するように要請した 1966 年 9 月 2 日付の

書簡をブランデージに送付したことであった。この書簡の送付

は、結果的には恵庭岳滑降競技場が仮設となる要因となったと  
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図 3-1 滑降競技場建設地の変更要請をめぐる問題の全体像  
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考えられる。さらに、この問題は、井手による回想や、富良野市

による要請書の提出を踏まえると、恵庭岳の使用の是非につい

て問われただけではなく、富良野の滑降コースの改良をめぐる

折衝をも包含していたといえる。  

2 .  IOC 理事会および総会では、滑降競技場建設地の変更要請はも

とより、恵庭岳滑降競技場建設問題について触れられることは

なかった。その一方で、札幌と同時期に第 11 回オリンピック冬

季競技大会に立候補していたバンフについて触れられていた。

この内容は、主に 1)バンフの立候補に対する抗議は、自然環境

の破壊に関する内容であったこと、2) バンフでの開催に対し賛

成する意見があることや、カナダの首相がバンフの立候補を支

持しているとはいえ、 IOC は抗議行動のさらなる拡大を懸念し

ていること、の 2 点であった。少なくとも、ブランデージとそ

の他 6 名の IOC 委員は、バンフの立候補に対する抗議行動の存

在をバンフでの開催を回避するための判断材料とした。  

3 .  ブランデージは、 IOC 理事会および総会では触れられていなか

った滑降競技場建設地の変更要請について、考慮に値するかど

うかを札幌大会組織委員会会長の植村に書簡を通じて問い合わ

せた。ブランデージは、札幌においてもバンフで行われたもの  

と同種の抗議の存在を確認したことによって、滑降競技場建設

地としての恵庭岳の使用、延いては札幌大会開催への影響を懸

念していた。また、この書簡から、ブランデージは JOC ではな

く札幌大会組織委員会に対して滑降競技場建設地の変更要請へ

の対応を要請していたことが明らかになった。  

4 .  札幌大会組織委員会事務総長の佐藤は、恵庭岳の使用に対する

抗議への対応に関する議論は既に行われ、解決できる見込みで

あることをブランデージに返信した。  

5 .  札幌大会組織委員会会長の植村は、恵庭岳の使用について国立
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公園審議会から承認を得たことによって、恵庭岳を使用できる

ことを電報でブランデージに通知した。しかし、建設の条件とし

て井手らによって提示された自然保護のための具体的方策に関

する内容は記されていなかった。  

6 .  当時の IOC は、環境問題を自らが積極的に関与して対応しなけ

ればならない問題と捉えていたというよりは、 IOC への抗議行

動に拡大する可能性のある問題として危惧していた。  

 以上の検討から、滑降競技場建設地の変更要請への対応に関する

交渉は、 IOC 会長のブランデージと札幌大会組織委員会会長の植村

および事務総長の佐藤との往復文書を通じて行われたことが明らか

になった。このような文書のやり取りが存在した一方で、 IOC 理事

会および総会で触れられることはなかった。これらのことから、IOC

における滑降競技場建設地の変更要請への対応は、ブランデージの

判断で行われたものであったといえよう。この背景には、一部バン

フでの開催に賛成した IOC 委員がいた一方で、カナダの住民や環境

保護団体などによってバンフでの開催に対する抗議がなされたため、

IOC 内部においてブランデージおよびその他の IOC 委員 6 名がバン

フでの開催を回避すべきということを示唆した経緯があった。ブラ

ンデージは、 1972 年第 11 回オリンピック冬季競技大会の開催地が

決定した後、恵庭岳の使用に対しても抗議を受けたことによって、

恵庭岳の使用、延いては札幌大会開催への影響を懸念し、札幌大会

組織委員会に問い合わせた。これを受け札幌大会組織委員会は、国

内での折衝の末に滑降競技場を仮設とする条件を受け入れることに

よって、滑降競技場建設地の変更を避けた。  

 滑降競技場建設地の変更要請への IOC による具体的な対応は、環

境問題を解決するために自らが積極的に関与することではなく、札

幌大会組織委員会に対して現存する抗議行動の沈静化を求めたこと

であった。このことから、当時の IOC は、抗議行動が行われた立候
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補都市での開催を回避するべきか、もしくは開催都市の大会組織委

員会が対応するべきことである、という見解を示していたといえる。

すなわち、当時の IOC は環境問題に対して自ら関与しないどころか、

自然保護のための具体的な方策を講じるよう喚起するわけでもなか

った。むしろ滑降競技場建設地の変更要請や抗議行動の存在をオリ

ンピック・ムーブメントの推進を脅かす敬遠すべき問題として捉え

ていたと解釈することもできる。さらにいえば、 IOC は抗議行動の

拡大を阻止するために、その危険性が潜在する立候補都市に開催権

を与えぬよう伏線を敷くか、もしくは開催都市の大会組織委員会に

対応を迫った、とみることもできよう。  
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結  論  
 

第 1 節   本研究のまとめ  

 

 本研究では、恵庭岳滑降競技場の建設に関する準備段階から、オ

リンピック・ムーブメントにおける環境保護対策の初事例とされる

恵庭岳復原工事の実施を決定するに至る一連の議論である恵庭岳滑

降競技場建設問題を研究対象とした。  

 1990 年代以降、IOC は環境問題に積極的に関与するようになった。

現在、オリンピック・ムーブメントの基本理念には、「スポーツ」、

「文化」とともに「環境」がその柱の 1 つとして掲げられている。

この背景には、国際社会において環境保護対策を講じるための指針

が提案されたことがあった。また、札幌大会以降、オリンピック・ム

ーブメントの中で生じた環境破壊に対する抗議運動が、オリンピッ

ク大会の招致活動や開催を契機として断続的に行われたこともあっ

た。そこで本研究では、その起点となったとされる恵庭岳滑降競技

場建設問題はどのように扱われ、どのような議論がなされていたの

か、この疑問を解明することを目的とした。  

 このような疑問の背景には、恵庭岳滑降競技場建設問題に関する

先行研究によって残された課題がある。第 1 に、恵庭岳滑降競技場

建設問題は歴史学的研究として十分に行われているとはいえず、未

だその詳細は明らかにされていないことである。第 2 に、札幌と同

時期の立候補都市であるバンフで発生した類似の問題との比較検討

がなされていないことである。第 3 に、オリンピック・ムーブメン

トの担い手が多様化する時代にあって、この問題を非スポーツ関連

組織やその関係者などによる市民運動との交差点として捉える視点

が先行研究にはみられないことである。  

 以上の課題を踏まえ、本研究では、恵庭岳滑降競技場建設問題に
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関係したとされる札幌大会組織委員会や IOC などのスポーツ関連組

織はもとより、北海道自然保護協会などの非スポーツ関連組織、さ

らには、当時の札幌市および周辺地域の住民に焦点を当て、関連史

料を検討した。  

 以下では、まず、本論において明らかになった内容をまとめる。

その上で、恵庭岳滑降競技場建設問題とバンフにおける議論を比較

しながら、 1)当時の IOC はオリンピック・ムーブメントにおける環

境問題についてどのような見解を示し、具体的にどのように対応し

ていたのか、2) 1960 年代におけるオリンピック・ムーブメントに対

する環境保護団体や自然保護論者によるムーブメントが IOC および

それが主導するオリンピック・ムーブメントにどのような影響を与

えたのか、といった観点から考察を行い、結論づけることにする。 

序論でも触れたが、札幌における恵庭岳滑降競技場建設問題は、

招致活動期から存在したものの、オリンピック大会そのものに反対

する動きには発展しなかった。その一方で、バンフにおける議論は、

招致活動期に生じたものであり、オリンピック大会そのものに反対

する動きへと発展した。両者にはこのような違いはあるが、どちら

も 1970 年前後に発生したオリンピック・ムーブメントにおける環

境保護対策の最も初期の段階に関わっているという点では、数少な

い重要な事例である。そのため、本論でも部分的に対比させながら

検討してきたが、ここでは、両者の違いが生じることになった背景

についても考察しておきたい。  

  

(1)  恵庭岳滑降競技場建設問題に関する新聞報道  

 

 第 1 章では、当時の札幌市や周辺地域の住民にどのような情報が

提示されたか、また、同市の住民を中心として形成された世論がど

のようなものであったか、という観点から、恵庭岳滑降競技場建設
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問題に関する新聞報道を検討した上で、既往文献を参照し、当時の

住民に提示された情報およびその傾向を明らかにした。その上で、

この問題を概観するとともに、当時の世論の一端を解明した。  

 恵庭岳滑降競技場建設問題では、先行研究が指摘したように、北

海道自然保護協会の理事長らによる滑降競技場建設地の変更要請が

行われていた。その一方で、この問題は、競技場建設に関すること

にとどまらず、それに付随する交通輸送道路の建設にも及び、この

建設に反対する意見や声明を確認することができた。また、先行研

究では触れられてこなかったスポーツ関連組織等による競技場の存

置を要望する動向や、 FIS と札幌大会組織委員会におけるコースの

延長に関する交渉があったこともうかがえた。  

 札幌大会の開催権獲得後、日本国内で高まりはじめた自然保護へ

の関心と並行して恵庭岳滑降競技場建設問題への関心が寄せられた

ことがうかがえた。しかし、その一方で、スキー関係者や近隣都市

の住民は、観光産業の発展などオリンピック大会の開催による恩恵

も求めていた。すなわち、行政、大会運営主体、競技連盟および環境

保護団体の間では、オリンピック大会の開催によるスポーツ施設の

充実や経済的利益の創出か、それとも自然保護か、という意見の相

違があった。  

  

(2)  札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会における議論  

 

 第 2 章では、オリンピック・ムーブメントにおける環境問題に関

し、大会組織委員会などのスポーツ関連組織と、直接的にはスポー

ツと関わらない環境保護団体などの非スポーツ関連組織が、大会の

開催をめぐり相互に果たした役割について着目した。その一端を明

らかにする検討として、札幌大会組織委員会と北海道自然保護協会

における議論はどのようなものであったか、という観点から、札幌
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大会組織委員会の議事録と北海道自然保護協会会報に記載された会

議記録の検討を行った。その結果、以下の 2 点を解明することがで

きた。  

 第 1 に、先行研究では、北海道自然保護協会は恵庭岳滑降競技場

の建設に反対の意向を示していたとされていた。しかし、議論の末

に北海道自然保護協会は、恵庭岳の使用に反対するのではなく、組

織内の見解として「札幌大会のためであるならばやむを得ない」と

いう立場に一本化していたことが明らかになった。この結論が見出

される過程では、行政に関わる特定の人物の関与があった。札幌大

会組織委員会と北海道自然保護協会における議論の背景には、北海

道行政が北海道自然保護協会の見解を札幌大会組織委員会に伝達し

ていた経緯がみられ、さらには北海道自然保護協会、札幌大会組織

委員会および北海道行政の決定に影響を与え得る人物の存在があっ

た。こうした北海道行政などによる支持や仲介、人的関係による影

響によって、北海道自然保護協会の意向や自然保護のための具体的

方策は、札幌大会組織委員会における競技場建設などの計画に反映

された。また、これを換言すれば、札幌大会組織委員会では、多様な

意見をすり合わせ、柔軟な意思決定を可能にする組織のありようが

結果的に担保されていたということもできる。  

 第 2 に、第 1 章では、恵庭岳滑降競技場建設問題は、競技場建設

に留まらず、それに付随する交通輸送道路の建設にも及んでいたこ

とを明らかにしたが、第 2 章ではその経緯が明らになった。交通輸

送道路である支笏湖周辺計画路線の区間は、北海道自然保護協会が

自然保護の観点から特に重要な場所であることを主張し、明確に反

対の意向を示した場所であった。ところが、札幌大会組織委員会は

支笏湖周辺計画路線の建設を推進する意向を示した。しかし、最終

的に札幌大会組織委員会は、北海道行政および北海道自然保護協会

による反対の意向を受け入れ、支笏湖周辺計画路線の建設案を廃止
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した上で既存道路の整備強化に方針を転換した。このことから、札

幌大会組織委員会には、自然保護の観点からみれば、競技場建設に

留まらず、当然のことながらそれに付随する交通輸送手段などの関

連設備においても自然保護の措置を講じた建設を行う必要性が求め

られていたといえる。  

 

(3)  滑降競技場建設地の変更要請をめぐる問題  

 

 第 3 章では、当時の北海道自然保護協会理事長であった井手らが

行った滑降競技場建設地の変更要請に着目し、 IOC 理事会および総

会の議事録、並びに当時の IOC 会長ブランデージと JOC もしくは

札幌大会組織委員会との間で交わされた往復文書の検討を行った。

これらの検討における観点は、 1)IOC はどのように対応したのか、

2)前記 1)の際に IOC と JOC もしくは札幌大会組織委員会との間で

交渉はなされなかったのか、 3)前記 2)の交渉があったとすればその

内容はどのようなものだったのか、というものであった。検討の結

果、以下の 2 点を解明することができた。  

 第 1 に、滑降競技場建設地の変更要請への対応に関する交渉は、

IOC 会長のブランデージと札幌大会組織委員会会長の植村および事

務総長の佐藤との往復文書を通じて行われたことが明らかになった。

このような文書のやり取りが存在した一方で、 IOC 理事会および総

会で触れられることはなかった。これらのことから、 IOC における

変更要請への対応は、ブランデージの判断で行われたものであった

といえる。この背景には、一部バンフでの開催に賛成した IOC 委員

がいた一方で、カナダの住民や環境保護団体などによってバンフで

の開催に対する抗議がなされたため、 IOC 内部においてブランデー

ジおよびその他の IOC 委員 6 名がバンフでの開催を回避すべきとい

うことを示唆した経緯があった。ブランデージは、恵庭岳の使用に
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対しても抗議を受けたことによって、恵庭岳の使用、延いては札幌

大会開催への影響を懸念し、札幌大会組織委員会に問い合わせた。

札幌大会組織委員会は、国内での折衝の末に滑降競技場を仮設とす

る条件を受け入れることによって、滑降競技場建設地の変更を避け

た。  

 第 2 に、 IOC による滑降競技場建設地の変更要請への具体的な対

応を明らかにするとともに、オリンピック・ムーブメントにおける

環境保護対策の黎明期において、 IOC は環境問題に対してどのよう

な見解を示し、どのように対応していたのか、その一端を示すこと

ができた。滑降競技場建設地の変更要請への IOC による具体的な対

応は、環境問題を解決するために自らが積極的に関与することでは

なく、札幌大会組織委員会に対して現存する抗議行動の沈静化を求

めたことであった。当時の IOC は、抗議行動が行われた立候補都市

での開催を回避するべきか、もしくは開催都市の大会組織委員会が

対応するべきことである、という見解を示していたと考えられる。

すなわち、当時の IOC は環境問題に対して自ら関与しないどころか、

自然保護のための具体的な方策を講じるよう喚起するわけでもなか

った。むしろ、滑降競技場建設地の変更要請や抗議行動の存在をオ

リンピック・ムーブメントの推進を脅かす敬遠すべき問題として捉

えていたと解釈することもできる。さらにいえば、 IOC は抗議行動

の拡大を阻止するために、その危険性が潜在する立候補都市に開催

権を与えぬよう伏線を敷くか、もしくは開催都市の大会組織委員会

に対応を迫った、とみることもできる。  

 

第 2 節   考察と本研究の課題  

 

 以上、本研究によって明らかにした札幌における恵庭岳滑降競技

場建設問題とバンフにおける議論と比較した場合、両者の違いは以
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下の 2 点にみられた。  

 第 1 に、札幌では、競技場建設について主に大会組織委員会の内

部で議論がなされていたが、最終的には環境保護団体の関係者との

間で妥協案が探られ、大会終了後に環境保護対策が講じられた。一

方、バンフでは、招致委員会によって環境保護団体や自然保護論者

の抗議は少数意見と判断され、両者の対話の場は形成されなかった。

そうした中で、バンフの招致委員会は政府による立候補の意志を容

認する姿勢を強めていった。つまり、札幌とバンフの両都市の最大

の違いは、個人や市民団体の少数意見を把握し、そこで主張されて

いる内容を受容することが可能な意思決定組織であったか否か、と

いう点にみることができる。すなわち、札幌大会の招致および組織

委員会の委員であった北海道知事は、北海道自然保護協会の会員で

もあった。また、北海道自然保護協会会長は、北海道の財界関係者

として招致段階から札幌大会に関わり、組織委員会では監事の立場

にあった。恵庭岳滑降競技場建設問題において、北海道自然保護協

会は競技場建設に全面的に賛成というわけではなかったが、この見

解を総理して述べる人物が招致委員会および組織委員会に加わって

いたのである。こうした組織体制の構築は、「少数意見の反映」とい

う明確な意図をもってなされたわけではなかったとはいえ、結果と

して、民主的な意見交換がなされる場を形成することになったと考

えられる。  

 第 2 に、恵庭岳滑降競技場建設問題は、 IOC 理事会および総会の

場で取り扱われていなかった。しかし、北海道自然保護協会の理事

長らによる滑降競技場建設地の変更要請に対応するため、ブランデ

ージと札幌大会組織委員会の間で往復文書を通じた水面下での交渉

がなされていた。一方、バンフでは、環境への配慮を棚上げにしよ

うとした CODA および COA の覇権的な姿勢が環境保護団体などの

抵抗を招き、 IOC に対する直接抗議が行われるようなった。 IOC 理
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事会および総会では、このバンフの状況について確認され、議論の

末にブランデージおよびその他の IOC 委員がバンフでの開催を回避

すべきということを示唆した経緯があった。つまり、ブランデージ

およびその他の IOC 委員が問題視したのは、個人的ないし組織的な

抗議運動が発生していたにもかかわらず、「権威」を笠に着て棚上げ

にしようとした CODA および COA の非民主的な姿勢であった。但

し、札幌における滑降競技場建設地の変更要請は開催地決定後に行

われていたことから、ブランデージが第 11 回オリンピック冬季競技

大会の開催自体への影響を懸念し、 IOC 内部で取り扱うことなく解

決できるよう画策した可能性は否定できない。とはいえ、バンフに

おける議論が IOC 理事会および総会において取り上げられたことは、

札幌が第 11 回オリンピック冬季競技大会の開催都市として選定さ

れることを有利にする要因になったといえる。  

 また、第 3 章の検討から、当時の IOC は本研究で検討した環境問

題に関連する抗議運動の存在やその拡大をオリンピック・ムーブメ

ントの推進を脅かす敬遠すべき問題として捉えていたことがうかが

えた。このような問題への対応は、招致委員会や組織委員会等、開

催地域の活動主体に委ねられていた。こうした IOC の対応について、

來田 1 )は本研究と同一時期の女性の参加問題および環境問題への対

応について検討し、 IOC の「無責任さ」と評価した。本研究の検討

結果によれば、IOC の対応は「無責任さ」とまではいえないものの、

主体的に問題に取り組もうとする IOC の状況は存在せず、むしろ消

極的な関与に留まっていたことが明らかになった。さらに、第 1 章

の検討から、当時の IOC が招致活動を行う都市における当該住民へ

の影響にも目を向けようとしていたことが明らかになったが、環境

保護団体の関係者らによる滑降競技場建設地の変更要請以外、会場

の存置を求める声などの当該住民の意見を IOC が考慮しようとした

形跡はうかがえなかった。しかしその一方で、当時の IOC は、政府
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を後ろ盾にしながら少数意見を圧殺するかのような立候補都市の状

況を問題視し、非民主的な招致活動を展開する立候補都市での開催

は回避すべきという見解も示していた。このことから、当時 IOC は、

異なる理念を持つ人々や利害が相反する人々が、多様な意見をどの

ようにすりあわせ、どのような結論を見出すのか、という民主的な

手続きに無関心ではなかったといえる。  

 そして、札幌やバンフにみられたような 1960 年代における環境

保護団体や自然保護論者によるムーブメントは、1972 年に開催され

た札幌大会以降もみられるようになった。このムーブメントは、大

会への抗議運動というかたちで、 1970 年代から 1990 年代において

大会の招致活動や開催を契機として断続的にオリンピック・ムーブ

メントに影響することとなった。また、環境保護団体や自然保護論

者によるムーブメントの拡大は、後に  IOC がオリンピック・ムーブ

メントにおける環境問題への積極的関与を公約する契機となった。

その現象が、1990 年代以降の独自の環境委員会の設置や国際的な環

境保護団体との連携などである。しかしながら、 IOC が環境問題へ

の対応の必要性を認識し積極的関与を公約するまでには、およそ 30

年という時間が必要であった。  

 

 本研究では、オリンピック・ムーブメントにおける環境問題の事

例や国際社会における環境保護に関わる動向を踏まえた上で、同時

期の立候補都市であったバンフにおける議論と比較しながら、恵庭

岳滑降競技場建設問題を明らかにしてきた。札幌大会の開催準備期

には、大会組織委員会、環境保護団体および行政による環境保護を

図るための連携や妥協点の探求がなされ、競技設備を撤去し跡地へ

の植林を講じる恵庭岳復原工事が実施された。この背景には、環境

保護団体の関係者らが IOC に対し問題提起したことによって、滑降

競技場建設地としての恵庭岳の使用の是非が問われたことがあった。
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すなわち、 IOC による環境問題への積極的関与はなかったものの、

1994 年に冬季大会を開催したリレハンメルでみられたような大会

組織委員会、環境保護団体および行政による連携が、札幌大会の開

催準備期において既にみられたということができる。恵庭岳滑降競

技場建設問題は、これまで評価されてきたようにオリンピック・ム

ーブメントにおける環境保護対策の先駆的事例であった。しかしそ

れだけではなく、この問題には、多様な意見をすりあわせ、妥協点

を探求し、「競技場建設と環境保護の両立」を考慮した上で意思決定

を行ったという点において、その特殊性があったといえる。  

但し、ここでみられた環境保護対策は、時代的制約もあり、近年

のオリンピック・ムーブメントが目指す水準には到達していない。

序論でも触れたような、2014 年に公表された IOC の中長期戦略「オ

リンピック・アジェンダ 2020」の目標との隔たりは大きいといわざ

るを得ない。「オリンピック・アジェンダ 2020」には、既存施設また

は仮設施設の使用を推奨することや、他都市および他国での競技種

目の開催を容認することなどが掲げられている。しかし、本研究に

おいて明らかにした通り、恵庭岳滑降競技場は仮設施設として建設

されたが、自然環境への影響を最小限にするための建設地の変更は

なされていない。  

また、恵庭岳滑降競技場の跡地は、現時点では競技場建設着工以

前の状態に復原されたとはいえない状況にあり、かつ跡地の今後の

経過予測については相反する見解が存在する。植林が施された跡地

は、樹木の世代交代レベルの長大な時間経過とともに周辺との調和

が達成されるという見解がある。その一方で、植林した地帯の樹木

は生長したものの、周辺との調和はなされておらず、時間が解決す

る問題として片付けることはできないとの見解もある。恵庭岳滑降

競技場の存置を求める近隣都市の住民やスキー関係者の声があった

ことも踏まえれば、恵庭岳復原工事の成否や必要性については、お
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よそ半世紀を経た現在においてもその判断が困難なのである。  

それでもなお、恵庭岳滑降競技場建設問題は、オリンピック・ム

ーブメントにおける環境問題を顕在化させ、環境保護の困難さ、複

雑さ、そして多様な意見を尊重した意思決定の重要性を如実に示す

ものであった。この問題は、今日のスポーツおよびオリンピック・

ムーブメントにおける環境保護、延いては積極的な取り組みが求め

られている持続可能性の推進に関する意思決定の手続きに示唆を与

える教訓的なレガシーであるといえよう。  

現在、札幌市は 2030 年に開催予定のオリンピック冬季大会の招

致を目指している 2 )。しかし、北海道新聞社による世論調査によれば、

札幌市民の賛成は 46%に留まっているという 3 )。今後も招致活動が

継続されるのであれば、競技場等の建設において自然環境への影響

を最小限にすることもさることながら、多様な意見を尊重し、かつ

それを反映させた招致活動が展開されることを期待したい。  

 

 おわりに、本研究を発展させるための課題について述べる。各章

にそれぞれ具体的な課題は存在するが、ここでは以下について述べ

ることにする。  

 第 1 に、恵庭岳滑降競技場跡地の処理について、 1)北海道自然保

護協会は具体的な対策をどのように検討したのか、 2)どのような経

緯で天然更新ではなく植林が選択されることになったのか、 3)札幌

大会組織委員会は跡地の処理ための経費を投じたのか（予算および

決算等）、の 3 点が記録された史料を探索し解明する必要がある。  

第 2 に、來田 4)は、 1960 年から 1979 年までの IOC 理事会および

総会議事録を分析した結果、 1)女性の参加問題はオリンピック・ム

ーブメントにおける価値観の多様化の一側面であり、人種差別問題

や環境問題などの多様な問題が顕在化したことと連続性を有する可

能性があること、 2) 1972 年 5 月にローザンヌで開催された IOC 理
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事会において、女性の参加拡大は大会規模の拡大による会場の跡地

利用にも影響するという発言がみられたことから、レガシーの問題

意識も女性の参加問題とは不可分であることが示唆されていること、

の 2 点を指摘している。  

さらに、來田 5 )は、女性の参加問題は 1980 年代半ば以降にオリン

ピックの商業主義化によって大会規模縮小問題の打開への道筋が開

けたことに伴って解決されたと捉えている。この指摘や序論で触れ

た小塩 6 )の指摘に基づけば、本研究が焦点を当てたオリンピック・ム

ーブメントにおける環境問題は、オリンピックの商業主義化の前段

階に生じていた大会規模縮小問題に端を発する問題の 1 つであった

とみることもできる。  

 以上のことから、本研究が焦点を当てたオリンピック・ムーブメ

ントにおける環境問題は、オリンピック・ムーブメントにおける価

値観の多様化の一側面であり、女性の参加問題および人種差別問題

との連続性を有すると同時に、レガシーの問題意識とは不可分であ

るといえる。したがって、レガシーについて検討する際には、人種

差別問題、女性の参加問題および環境問題などのオリンピック・ム

ーブメントにおける価値観の多様化によって生じた問題やその経緯

をも俯瞰し検討することが必要であろう。  
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補  章 恵庭岳滑降競技場跡視察報告  
 

 

第 1 節 はじめに  

 

 筆者は、支笏湖ビジターセンターが主催する「森と谷の探検ツア

ー 恵庭岳滑降コース跡地探検」に参加した。このツアーは、 2014

年 6 月 14、22 日および 9 月 7、14 日に開催されるものであったが、

主催者側から恵庭岳滑降競技場建設問題に関する議論を兼ねてツア

ー実施したいという提案を頂き、上記とは別の日程でツアーが開催

されることとなった。筆者がツアーに参加した日程は 2014 年 9 月 8

日である。  

 恵庭岳復原工事は、 1972 年度から 1973 年度は札幌大会組織委員

会、1974 年以降は日本体育協会が施工主体となり、北海道が委託を

受けて行われたものである 1 )。矢島ら 2)によると、恵庭岳復原工事は

世界的にも類をみない規模で行われた森林復原事例であり、また周

辺林分との調和には相当の困難が予想された工事であった。  

 恵庭岳の現状について、1987 年に発行された『恵庭岳復原工事調

査報告書』には、樹木の鬱閉率 3)という観点に限ると達成しつつあり

4 )（参考資料 -51）、周辺との調和および同化は樹木の世代交代レベル

の長大な時間経過とともに解決されるとの報告がなされている 5 )（参

考資料 -52）。その一方で、矢島らは 6)、恵庭岳を森林復原工の 1 つの

実験地として捉え、恵庭岳滑降競技場跡における施工後 20 年の植生

回復状況の実地調査から、現状での景観的不調和感は樹冠組成の異

質さから容易に推測でき、時間が解決する問題として片付けること

はできないと指摘している。これらの指摘に基づけば、恵庭岳滑降

競技場跡は「樹木の鬱閉率」という点では達成されたことがわかる
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が、現在においても周辺との調和という点で課題が残されていると

いえる。  

 以上を踏まえた上で、本章では、恵庭岳滑降競技場跡の視察報告

を行う。  

 

第 2 節  視察ルートおよび各撮影地点の状況  

 

 視察したルートおよび撮影地点①から⑥を図 4-17 )に示した。図 4-

1 における撮影地点①から⑥の表示は筆者が加筆したものである。  

 本視察では、写真撮影を行いながら、『キャンプ場（旧支笏湖オコ

タン野営場）』〜『林道分岐』〜『男子ゴール』〜『女子ゴール』〜

『男女コース交差地点』を往復した。1972 年当時の恵庭岳滑降競技

場の鳥瞰写真を図 4-28 )に示した。吹き出し『男子ゴール』および『林

道分岐』の表示は筆者が加筆したものである。以下に撮影地点にお

ける写真を提示した上で、その状況を述べる。  

撮影地点①  

 

 天然の森林地帯（手前）と復原した森林地帯（奥）の境界である。

天然の森林地帯は、樹木が不規則に生育し、不規則に配列されてい  
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図 4-1 視察ルートおよび撮影地点  
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図 4-2 1972 年当時の恵庭岳滑降競技場の鳥瞰写真  

 

る。一方で、恵庭岳滑降競技場跡は、ほとんどの樹木が直伸し、規則

的に配列されている。  

撮影地点②  

 

 人や車両が河川（オコタンペ川）を渡るための橋梁が建設された

場所である。現在でもコンクリート製の橋桁や金網の土留が残され

ていた。  

�����!

�	��!
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撮影地点③  

 

 ヘリポートが建設された場所である。背の高い樹木の鬱閉度は比

較的低いが、地面には背の低い植物が生茂っていた。  

撮影地点④  

 

 同じ箇所に一種もしくは二種の樹木を植樹し、比較的生育の悪い

樹木を剪定したことがわかる。このような方法で植樹が行われてい

た地帯はいくつかみられた。  

撮影地点⑤  
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  札幌大会時に使用された電話線が大きな岩の陰に残されていた。 

撮影箇所⑥  

 

 女子コースにおいて最も急勾配の斜面には金網の土留がなされて

いた。但し、この土留は札幌大会開催以前に設置されたものではな

く、恵庭岳滑降競技場復原工事の過程で設置されたものである。  

 

第 3 節  補章のまとめ  
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 恵庭岳滑降競技場跡は、一部で鬱閉度が低い箇所が散見されるも

のの、そのほとんどは天然林と同等の鬱閉度を示していた。その一

方で、植樹された樹木は、筆者の素人目でみたとしても、明らかに

現在でも周辺とは異なる生育を示していた。  

 恵庭岳復原工事は、世界的にも類をみない規模で樹木を生育させ

ることができた事例であるといえるが、恵庭岳滑降競技場跡は現在

においても植林された地帯とその周辺との調和は達成されていない

といえよう。  
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※  著 作 権 保 護 の た め マ ス キ ン グ 加 工 を 施 し て い ま す 。  
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COMITÉ INTERNATIONAL OLYMPIQUE 
MON REPOS, LAUSANNE, SUISSE 

Meeting of t h e E x e c u t i v e Board of t h e I . O . C , 
Hôte l E x c e l s i o r , R O M E . 

Thursday A p r i l 2 1 , F r i d a y A p r i l 2 2 , S a t u r d a y A p r i l 23 
and Sunday A p r i l 24 , 1966 . 

* * * * * * 

1.- Members present and attending ; Mr. Avery Brundage, President, 
Mr. Armand Massard, Vice-President, 
The Marquess of Exeter»Vice-President, 
Mr. Constantine Andrianow, Member 
General José de J.Clark, 
Mr. Ivar Emil Vind, 
Dr. Giorgio de 5tefani, 
Cheik Gabriel Gemayel, 

2.-

3.-

4.-

5 ^ 

The President declares that 62 members plus two honorary members 
would be present at the session in Rome. 

He announced the death of Mr. Sang Beck Lee ( Korea ) who was 
preparing to come to the session and who had died suddenly of a 
heart attack. 

Approval of the Minutes of the 63rd Session 
tions. 

no additions or correc-

Examination of the candidature of Lahti. After discussion, the E.B. 
decided to propose to the I.O.C. a motion in favor of a change in 
the Rules before the presentation of the candidature of Lahti. If 
the modification of the Rules was rejected, Lahti could present 
its candidature by proposing to organize only the events permitted 
by topography of the country. 

6.- No discussion. 

7. 
8.. 

11.-
12.. 

ti n 

The E.B. reviewed the candidatures for the 1972 Games. Mr.Vind 
complained that hé had not re-ceived the documentation on Salt Lake 
City and Madrid. Referring to the candidature of Banff, Mr.Brundaae 
spoke of the letters of protest that he had received-from.all sides, 
It was decided to inform the.I.O.C. members of these objections, 
without making any recommendations. 

Nomination of a New Member to the E.B. and of a New Vice-President. 
Written nominations would be submitted by the members and presented 
at the session. 

13.- New I.O.C. members. 
Our member for Norway, wishing to retire, had proposed a 

new member to replace him. 
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- 9 -

Xlth Olympic Winter Games 

The question of sharing the events between Lahti and Are had to be re-
solved first. Mr. .von Frenckell (Finland) recalled that the Organizing 
Committee proposed bearing all the transportation expenses of the athletes, 
the officials and of the I.O.C. members. The Opening and Closing Ceremo-
nies would take place in Lahti. Finland would organize the Games as a 
whole and would be responsible for the conduct of all the events. Messrs. 
Andrianow and Hodler (C.E. and Switzerland) supported the candidature of 
Lahti,and proposed making an exception to avoid that Finland be permanent-
ly prevented from organizing the Winter Games. President Brundaqe proposed 
that Lahti enters its candidature for the sports that it can organize 
and that the World Alpine Events Championships of the International Skiing 
Federation take place at Are at the same time. Messrs. Rivera Bascur (Chi-
le), Pietri (France), Onesti (Italy), Lord Kjllanin (Ireland), Vind (C.E.) 
and Bustamante (Venezuela) gave their opinions. Finally, a vote was de-
cided upon in order to know if the Rules would be changed for the 1972 
Winter Games, permitting their organization in two different countries. 
A two-thirds majority was necessary. 61 ballots were distributed. 42 nos, 
18 yes. The Alpine events will not be able to organized at fôre. 

Banff Candidature 

President Brundaqe spoke of the very larqe number of .protests that he had 
received, coming from Canadian associations and from citizen's as wëll'ag 
from persons from other countries, interested in the protection of Mature, 
who have expressed their hope of not seeing Canada give the example of 
profaning natural ressources of the country. Mr. Dawes (Canada) said that 
these protests had no valid basis. The Prime Minister had spoken in favour 
of the Games three times. The National Park covers an area of several 
thousand square miles, equal to half of Switzerland. The wild animals are 
not afraid of the train that crosses the Park, and in any case in winter 
they are either hibernating or have their winter quarters further north. 
Mr. H-odler who had visited Banff, had ascertained that a sports centre 
already exists with hotels capable of receiving a very large number of 
guests. The Canadians go there for the weekend to fish and to golf or to 
ski. Messrs. Alexander (Kenya) and Honey (5outh Africa) spoke of the 
great National Parks that exist in their countries and that are visited by 
hundreds of thousands of tourists. There, the wildlife has not been 
adversely affected. President Brundaqe judged that we could not set aside 
all the protests that he had received which cerne from informed circles, 
universities and clubs. Despite the fact that the Prime Minister supports 
the candidature of Banff, the I.O.C. should not, in principle, be the 
cause of a controversy within a country, with its international implica-
tions, and risk hostile demonstrations at the time of the Games. The 
Marquess of Exeter (E.B.), General Dyrssen (Sweden), General Stoytchev 
(Bulgaria), the Count de Beaumont (France), Sir Arthur Porritt (New-Zealand 
and Mr. Onesti (Italy)also expressed their views, after which the ballot-
ing on the organization of the 1972 Winter Games took place. 

61 ballots were distributed 
32 votes were cast for Sapporo on the first ballot 

which was therefore chosen to organize the 1972 Winter Games. 

Mr. Azuma (Japan) expressed his thanks. 

./ 
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1975,  Box.  180.  中京大学所蔵 .  

September 23, 196B

Dtar Mr. Demura

Pt-rhaps you have Klroacv soea fopiet- oi-
the- protest sen t to us by a ijrouo oi:: •• •
J: ipporD oroftssorp aooat th- u«6 jf "i. Ei.twa
fox a s ki run. If not, yoa wi.ll find copif=«
-enclosec!. A similar protest vas one <jf the-
reasonfe that toe f i^iv i tation was : not ac~
c< ptable . • •

Please be gooc i.riOiigh to inforrn us;, -vaethfer vjr
not this protest nas:- nerit. ^ v . , —

!?incort'ly,

AB fs iV€-ry Brunaag-e

Mr. is-ogoro Uemura, p-!<,siitient
Organizing Committee for the XI Olympic

V* inter Games
Sisbi Memorial H;tll
25, K-'nnaai-cho, t'libuva-ku
Tokyo, Jopan

cc: IOC -r'Mon Repos

....

, . '4 s . ^ •

i

, i
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. . I

• •,. • .-

THE ORGANIZING COMMITTEE FOR
THE XIth OLYMPIC WINTER GA\1ES, SAPPORO 1972

Kishi Memorial Hall•
25 Jinnan-cho, Shibuya-ku, Tokyo

Japan . . • • • ..

October 11. 1966

Mr. Avery Brundage
10 North La Salle Street
Gh 1cago 2. Illinois

•U. .S.. a: '

Dear Mr. Brundage, . : • • ,

Thank ^ou very much for your kind letter dated
September 23, 1966 and referring to the protest by a group
of Sapporo professors about the use of Mt. Eniwa during
the 1972 Olympic Winter Games.

In this connection, we now have pleasure in inform
ing you that this matter have been carefully reviewed and "
studied by our concerned authorities for a smooth settlement
of this protest, though not reached yet to the final conclu
sion, at t hi s time .

Needless to say however, this Committee will devote
our every efforts to this effects and I believe that we are
able to Inform you further information immediately after
this matter has favourably settled in the near future.

With our appreciation for your continued assistance

Very triilv

Tomoo SATO
Secretary General

IOC Secretariat, Mon Repos

• "h.
"t f ir

'

-r-
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Letter from Uemura,  K.  to Brundage,  A. ,  Tokyo,  29 March,  1967.  

Avery Brundage Collection Microfi lm, 1908-1975,  Box.  180.中京

大学所蔵 .  

OLA5S OF Service' _
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AVAGE CHICAGO . .

APPROVAL OF NATIONAL PARKS COUNCIL RECEIVED" TO USE MOUNT ENIWA
NATIONAL PARK AREA FOR SAPPORO OLYMPIC GAMES

OWNHILL COURSE

STOP MOST GRATEFUL FOR YOUR INTEREST EXPRESSED IN THIS MATTER

REGARDS KOGORO UEM&RA PRESIDENT SAROROLYMPIC
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※  著 作 権 保 護 の た め マ ス キ ン グ 加 工 を 施 し て い ま す 。  
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日本体育協会  (1987) 恵庭岳滑降競技場復原工事調査報告書 .  日本

体育協会 ,  pp.101-102.  
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日本体育協会  (1987) 恵庭岳滑降競技場復原工事調査報告書 .  日本

体育協会 ,  pp.111-112.  
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